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小中一貫教育等についての実態調査の概要

１．調査の目的

小中一貫教育等の実態を調査し，今後の小中一貫教育の制度化及びその推進方策並びに小中
連携の一層の高度化方策の検討に資する基礎資料を得る。

４．主な調査事項

【都道府県】
○小中一貫教育の推進状況
○小中一貫教育の推進のための取組内容

【市区町村】
○小中一貫教育の推進状況
○小中一貫教育推進のねらい、方針
○小中一貫教育の推進に係る教育課程の編成
○教科担任制・乗り入れ授業の実施
○小中一貫教育の推進体制
○小中一貫教育の成果、課題

【小中一貫教育を行う学校】
○小中一貫教育の実施状況（施設、年数など）
○小中一貫教育推進のねらい、方針
○小中一貫教育の推進に係る教育課程の編成
○学年段階の区切り
○教科担任制・乗り入れ授業の実施
○小中一貫教育の推進体制
○小中一貫教育の成果、課題

２．調査時点

平成２６年５月１日

３．調査の対象

全都道府県、全市区町村、小中一貫教育を実施している全国の国公立小・中学校

本調査における小中連携教育・小中一貫教育の定義

小中連携教育：小・中学校が互いに情報交換や交流を行うことを通じて、小学校教育から中学校教育
への円滑な接続を目指す様々な教育

小中一貫教育：小中連携教育のうち、小・中学校が目指す子供像を共有し、9年間を通じた教育課程
を編成し、系統的な教育を目指す教育
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都道府県調査



 



都道府県による小中一貫教育の推進状況

4

3

33

7

積極的に推進

積極的な推進を検討

国の検討や他の都道府県の取組を注視

現時点で特段の取組はない

N=47

小中一貫教育を推進するための方針等の策定状況

2

2

6

37

定めている

現在定めていないが、今後定める予定

現在定めておらず、今後も定める予定はない

今後国において推進策等が示された場合、

対応を検討

N=47



小中一貫教育の推進のための担当指導主事の配置

6

5

41

教育委員会事務局に配置している

地方事務所に配置している

配置していない

N=47

小中一貫教育のための教職員加配の措置状況

9

38

加配措置を行っている

加配措置を行っていない

N=47

0

47

加配措置を行っている

加配措置を行っていない

N=47

都道府県独自予算を活用

国の制度を活用



小・中学校の校長の兼務に伴う校長の定数削減分を
小中一貫推進加配として活用

活用している

15

活用していない

32

N=47

小中一貫教育を推進するための人事上の工夫

1
1

3
8

1
1
1

0
23

1
0

18

小・中学校の両免許取得を現職教員に推奨

小・中学校の両免許取得の推奨を地域の大学に要請

小・中学校の両免許併有教員を積極的に採用

小・中の教職員の交流促進を定期人事異動の方針に記載

若手教員に他校種を経験させる旨定期人事異動の方針に記載

中堅教員に他校種を経験させる旨定期人事異動の方針に記載

教職員の異動年限の工夫

小中一貫教育のコーディネーター名目で教職員を加配

市区町村教委からの要望に応じて積極的に兼務発令

市区町村教委からの要望に応じて教員公募制を実施

小中一貫教育等の推進担当の配置を市区町村教委・学校に指導

特に工夫はしていない

N=47



小学校教員に占める中学校免許併有教員の割合
59.9
68.9
57.8
67.2
61.3
76.1
75.1
66.8
84.5
77.0
83.6
42.4
58.3
45.8
49.1
71.3
81.5
71.6
92.1
73.2
85.6
93.5
79.3
79.6
61.1
62.2
48.6
47.3
55.6
59.0
71.8
74.6
44.6
40.3
62.2
75.9
69.9
58.7
39.9
29.4
60.1
57.1
37.2
69.3
51.5
42.3
31.7

全国平均
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
兵庫県
奈良県

和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

※大阪府はデータ無し

中学校教員に占める小学校免許併有教員の割合

30.4
41.5
17.0
27.4
21.4
51.8
34.0
18.8
70.7
44.9
85.1
12.3
17.3
11.6
12.2
25.6
37.1
28.1
90.3
22.5
54.1
79.2
37.6
60.6
40.4
37.4
19.3
21.2
20.6
51.7
53.7
35.1
15.6
12.3
12.4
44.3
42.0
21.2
9.6
8.3
17.6
18.6
35.3
22.1
15.7
19.1
8.4

全国平均
北海道
青森県
岩手県
宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県
新潟県
富山県
石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
兵庫県
奈良県

和歌山県
鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県
徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県
長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県 ※大阪府はデータ無し



その他小中一貫教育を推進するための取組
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市区町村が実施する小中一貫教育推進事業への助成

小中一貫教育の普及を目的に含む研修会

乗り入れ指導をする教員に対する研修

小中一貫教育コーディネーターに対する研修

他校種に異動する教職員に対する研修

フォーラムや研究発表会の開催

優れた取組のＨＰ等への掲載

啓発用リーフレットの作成・配布

実践事例集の作成・配布

施設の整備・運用面での事例集や手引きの作成・配布

小中一貫の成果・課題把握のための学力・学習状況等の調査

指導主事等の重点指導助言事項として小中一貫推進を位置づけ

その他

特になし

【その他自由記述で挙げられた主な取組】
●小・中学校が連携した取組を進める上で求められる事項を整理した「小中連携チェックリスト」を作成し、全ての学校に配付
●隣接型小中一貫教育校に係る教頭複数配置実践モデル校を指定
●小中一貫教育の導入を検討している市町村、学校を支援するために担当指導主事等を派遣して指導・助言
●校長研修会等で、小中一貫校の取組について事例発表をしてもらう
●他県の小中一貫校への教員派遣

小中一貫教育を推進する上で国に期待する取組

30

43

18

17

32

31

20

教員免許制度の改善

教職員の定数上の措置

教育課程の特例の創設

先導的な取組を行うモデル事業の実施

学校施設整備の財政措置

教育課程・指導方法面での好事例の収集・普及

学校施設の整備・運用面での好事例の収集・普及

N=47



 



市区町村調査
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Ⅳ 組織・マネジメント 【27】

Ⅴ その他の推進方策 【29】

Ⅵ 成果・課題など 【31】



 



Ⅰ 小中一貫教育の推進状況・推進方針 （～P22）

小中一貫教育、小中連携教育の実施状況

211（12%）

1147（66%）

385（22%）

小中一貫教育実施

小中連携教育のみ実施

実施なし

N=1743（全市区町村）

本調査における小中連携教育・小中一貫教育の定義

小中連携教育：小・中学校が互いに情報交換や交流を行うことを通じて、小学校教育から中学校教育への円滑な接続を目指す様々な教育

小中一貫教育：小中連携教育のうち、小・中学校が目指す子供像を共有し、9年間を通じた教育課程を編成し、系統的な教育を目指す教育

1532（88%）



小中一貫教育を行っていない市区町村における検討状況

4%

7%

29%

60%

今後実施予定

実施を検討中

国・他市町村の状況注視

特段の取組なし

N=1532（小中一貫教育を行っていない市区町村）

小中一貫教育推進の主なねらい

95%
96%

25%
75%

79%
94%

51%
50%

64%
26%

73%
8%

学習指導上の成果を上げる

中１ギャップの緩和など生徒指導上の成果を上げる

子供の発達の早期化への対応

異学年児童生徒の交流の促進

教員の指導力の向上

9年間を通して児童生徒を育てるという教職員の意識改革

特別支援教育における学校間の連携・協力体制の強化

保護者との協働関係の強化

地域との協働関係の強化

教育活動の充実の観点から一定規模の児童生徒数の確保

特色ある学校づくりを進める

その他

N=211（小中一貫教育実施市区町村）



小中一貫教育実施市区町村の人口規模

3%

1%

3%

6%

9%

17%

19%

12%

7%

11%

13%

100万人以上

80万人以上100万人未満

人口50万人以上80万人未満

人口30万人以上50万人未満

人口20万人以上30万人未満

人口10万人以上20万人未満

人口５万人以上10万人未満

人口２万人以上５万人未満

人口１万人以上２万人未満

人口５千人以上１万人未満

人口５千人以下

N=211（小中一貫教育実施市区町村）

小中一貫教育を推進するための方針・計画等策定状況

69%

6%

9%

17%

定めている

今後定める予定

定めておらず、今後定める予定もない

国の推進策等が示された場合検討

N=211（小中一貫教育実施市区町村）



小中一貫教育を推進するための方針・計画等の記載事項

100%

62%

66%

57%

26%

9%

6%

40%

8%

18%

小中一貫教育の目的や基本理念

教育課程や学年段階の区切りに

関する方針

学習指導に関する方針

生徒指導に関する方針

施設整備方針

学校予算に関する方針

人事異動に関する方針

組織運営に関する方針

学校事務実施体制に関する方針

その他

N=145(小中一貫教育を推進するための方針・計画等を策定している市区町村）

【その他の主な内容】
・地域と学校の連携協力に関する方針（５市町村）
・市町村内全域での小中一貫教育の展開に向けた計画（２市町村）
・保幼小連携に関する方針（２市町村） など

市区町村域内での小中一貫教育の実施割合

49%

1%

0%

3%

19%

27%

市区町村全域で実施

市区町村の8～9割で実施

市区町村の6～7割で実施

市区町村の4～5割で実施

市区町村の2～3割で実施

市区町村の1割以下程度の学校で実施

N=211（小中一貫教育実施市区町村）



Ⅱ 取組形態 （～P24）

小中一貫教育の取組に含まれる学校の構成

33%

39%

20%

7%

1% 未満

0%

0%

1%

１小学校＋１中学校

２小学校＋１中学校

３小学校＋１中学校

４小学校以上＋１中学校

１小学校＋２中学校

１小学校＋３中学校

１小学校＋４中学校以上

その他

N=1122(小中一貫教育実施件数）



複数校で小中一貫教育に取り組む場合の課題とその解消策

課題 課題解消のための工夫（主なもの）

分割校（※）に伴う課題

（進学先の複数の中学校のどちらと連
携をとるかなど）

・分割校の小中一貫教育担当が２つの中学校区の一貫教
育推進協議会に参加
・コーディネーターの配置
・２中学校を同一の小中一貫教育に位置付け
・可能な限り両方の中学校区の取組を実施
・校区再編の検討

複数の小学校間の取組の差異 ・学区の共通の目標等を明示したグランドデザインの作成

・学校評議員の合同組織を立ち上げて教育内容の共通化
の検討を行う
・合同の会議、情報交換会、研修会の実施
・コーディネーターの配置

学校間が遠距離となることに伴う、交
流のための移動手段・時間の確保

・スクールバスの活用
・バス代等について予算措置
・テレビ会議システムの活用
・コーディネーターを中心として調整を行う

・中学校区でカレンダーを作り、年間計画にあらかじめ交
流の日を位置付けて計画的に実施

※分割校：一つの小学校から複数の中学校に分かれて進学することとなる小学校

小中一貫教育校と学校選択制との関係

6%

2%

7%

10%

5%

5%

71%

自由選択制を導入している

ブロック選択制を導入している

隣接区域選択制を導入している

特認校制を導入している

特定地域選択制を導入している

その他の学校選択制を導入している

学校選択制を導入していない

自由選択制 当該市町村内の全ての学校のうち、希望する学校に就学を認めるもの

ブロック選択制 当該市町村内をブロックに分け、そのブロック内の希望する学校に就学を認めるもの

隣接区域選択制 従来の通学区域は残したままで、隣接する区域内の希望する学校に就学を認めるもの

特認校制
従来の通学区域は残したままで、特定の学校について、通学区域に関係なく、当該市町村内のどこからでも
就学を認めるもの

特定地域選択制 従来の通学区域は残したままで、特定の地域に居住する者について、学校選択を認めるもの

【参考：学校選択制の種類】

N=211（小中一貫教育実施市区町村）



Ⅲ 教育課程・指導方法 （～P26）

教育課程の特例を認める制度を活用した小中一貫教育の推進状況

2%

28%

3%

15%

52%

研究開発学校制度の特例を活用している学校がある

教育課程特例制度の特例を活用している学校がある

特例の活用を検討している学校がある

特例を活用した他市区町村の取組を注視している

特例を活用しておらず、今後も活用する予定はない

N=211（小中一貫教育実施市区町村）



実施した小

学校がある

61%

実施した小

学校がない

39%

小中一貫教育推進のため教科担任制を実施した小学校

※平成25年度時点

N=211（小中一貫教育実施市区町村）

小中教員の乗り入れ授業の年間にわたる計画的かつ継続的な実施

88%

4%

8%

実施した学校が

ある

実施した学校は

ないが、

今後実施予定

の学校がある

実施した学校は

なく、

今後実施の予

定の学校もない

小・中学校教員の乗り入れ授業を年間にわたり計画的かつ継続的に実施

乗り入れ指導を行う教員に対する
他校種の指導技術に関する研修

行って

いる
31%

行って

いない
69%

N=185 / 211N=211（小中一貫教育実施市区町村）



Ⅳ 組織・マネジメント （～P28）

実施した学

校がある

73%

実施した学

校がない

27%

小中一貫教育の推進目的での教職員の兼務発令

N=211（小中一貫教育実施市区町村）

※平成25年度時点



小中一貫教育を推進するための教職員の異動年限の工夫

1%

1%未満

4%

6%

91%

校長の在任期間の長期化

副校長、教頭の在任期間の長期化

中核となる教職員の在任期間の長期化

その他の工夫

特段の工夫はしていない

N=211（小中一貫教育実施市区町村）

【その他の主な内容】
・小学校の校長と中学校の校長が同時に異動しないよう配慮 など

加配して

いる

15% 今後加配

を検討し

ている

7%

加配する

予定はな

い

78%

小中一貫教育を行うためのコーディネーターの加配状況

28%

34%

38%

国の加配を活用

県単独の加配を

活用

市区町村単費の

加配を活用

N=32 / 211

コーディネーター加配の内訳

N=211（小中一貫教育実施市区町村）



Ⅴ その他の推進方策 （～P30）

小中一貫教育に関する研究指定事業

46%

16%

1%未満

7%

1%

40%

市区町村単独で実施

都道府県教育委員会の事業を活用して実施

国立教育政策研究所の事業を活用して実施

文部科学省の事業を活用して実施

民間の財団等の助成金を活用して実施

実施していない

N=211（小中一貫教育実施市区町村）



考えて

いる
50%

考えて

いない
50%

外部の有識者（大学教授、先進地域の関係者等）からの指導助言

39%

22%

39%

継続的に指導を受けて

いる

過去に指導を受けたこ

とがある

指導を受けていない

N=129 / 211

有識者による指導活用の検討状況

N=211（小中一貫教育実施市区町村）

その他、小中一貫推進のために取り組んでいる事項

26%
34%

55%
23%

47%
43%

23%
44%

28%
34%

32%
28%

26%
13%

52%
8%

コミュニティ・スクールの推進

地域住民・保護者・学校関係者による推進協議会等の設置

小中一貫に関する教職員研修会の実施（市区町村主催）

小中一貫コーディネーター対象の研修会の実施

フォーラムや研究発表会の開催

他市区町村のフォーラムや研究発表会への参加

優れた取組のＨＰ等への掲載

啓発用リーフレットの作成・配布

実践事例集の作成・配布

教職員の負担軽減のための校務のＩＣＴ化促進

小中一貫の成果・課題把握のための学力・学習状況等の調査

小中一貫の成果・課題把握のための教職員アンケート

小中一貫推進のための学校事務の共同実施

小学校費、中学校費の一体的な運用の推進

指導主事等の重点指導助言事項として小中一貫推進を位置づけ

その他

N=211（小中一貫教育実施市区町村）



Ⅵ 成果・課題など （～P35）



小中一貫教育のこれまでの取組の総合的な評価（成果）

20%

76%

4%

0%

大きな成果が認められる

成果が認められる

成果があまり認められない

ほとんど成果が認められない

N=211（小中一貫教育実施市区町村）

小中一貫教育のこれまでの取組の総合的な評価（課題）

3%

74%

20%

2%

大きな課題が認められる

課題が認められる

課題があまり認められない

ほとんど課題が認められない

N=211（小中一貫教育実施市区町村）



小中一貫教育の成果

3%
5%

3%
8%
6%

2%
6%

4%
8%

3%
43%

14%
45%

9%
18%
18%

15%
15%
17%

9%
9%

35%
31%

13%
16%

24%
13%
15%

8%
27%

35%
36%

40%
19%

23%
6%

9%
9%

15%
21%

34%
11%

7%
27%

62%
64%

58%
73%

65%
36%

74%
70%

73%
64%

51%
72%

48%
61%

49%
55%

73%
68%
66%

65%
63%

55%
58%

69%
66%

69%
71%

72%
63%

67%
61%
57%
52%

66%
68%

55%
66%

63%
63%

65%
55%

35%
39%

40%

全国学力・学習状況調査の結果の向上
都道府県又は市町村独自の学力調査の結果の向上

民間の標準学力検査の結果の向上
学習習慣の定着が進んだ
生活リズムが改善した

全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果の向上
授業が理解できると答える児童生徒が増えた

勉強が好きと答える児童生徒が増えた
学習意欲が向上した

学習に悩みを抱える児童生徒が減少した
中学校への進学に不安を覚える児童が減少した
児童生徒の学校生活への満足度が高まった

いわゆる「中１ギャップ」が緩和された
いじめが原因である問題等が減少した

不登校が減少した
暴力行為の発生件数が減少した

学習規律・生活規律の定着が進んだ
児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた）
児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた

児童生徒の自己肯定感が高まった
児童生徒のコミュニケーション能力が高まった

上級生が下級生の手本となろうとする意識が高まった
下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった

予防的生徒指導等の取組が充実した
特別な支援を要する児童生徒へのきめ細かな指導が充実した

教員の指導方法の改善意欲が高まった
教員の生徒指導力の向上につながった
教員の教科指導力の向上につながった

養護教諭、栄養教諭、学校事務職員などの資質能力が向上した
小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった

小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった
小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる意識が高まった

小・中学校共通で実践する取組が増えた
小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった

小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった
教職員の仕事に対する満足度が高まった
保護者の学校への満足度が高まった
保護者との協働関係が強化された
地域との協働関係が強化された

同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消につながった
異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が深まった

学校独自の新教科や領域の指導が充実した
校務分掌等、学校運営の効率化につながった。

その他
大きな成果が認められる

成果が認められる

N=211（小中一貫教育実施市区町村） ※「大きな成果が認められる」の回答が特に多い項目については●で示している。



小中一貫教育の課題

5%
1%

7%
5%

1%
1%
3%

0%
3%
6%

20%
14%
13%

8%
8%

4%
6%

18%
3%
5%

9%
2%
3%
5%

1%
4%
3%

10%
3%

7%
22%

58%
43%

31%
37%

11%
11%

33%
13%

33%
51%

57%
54%

33%
22%

35%
57%
55%

59%
47%

52%
29%

21%
20%

46%
32%

46%
38%

42%
30%

28%
28%

9年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発

小中合同の行事等における発達段階に応じた内容設定

施設・スペース（教室、グラウンド等）の確保及び使用時間調整

時間割や日課表の工夫

チャイムの鳴らし方

転出入者への学習指導上・生徒指導上の対応

児童生徒の人間関係が固定化しないような配慮

中学校における生徒指導上の問題の小学生への影響

小学生高学年のリーダー性・主体性の育成

年間行事予定の調整・共通化

小中の教職員間での打ち合わせ時間の確保

小中合同の研修時間の確保

児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動時間の確保

校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全の確保

学校間の交流を図る際の教職員の移動手段・移動時間の確保

成果や課題の分析・評価手法の確立

成果・課題の可視化と関係者間での共有

教職員の負担感・多忙感の解消

小・中学校間での負担の不均衡

教職員間での負担の不均衡

所有免許の関係で兼務発令を拡大できないこと

兼務発令の趣旨・内容に関する教職員の理解

小中の管理職間の共通認識の醸成

小中の教職員間の共通認識の醸成

小中が接続する学年又は区切り以外の担当教職員の意識向上

小・中学校間のコーディネート機能の充実

同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消

必要な予算の確保

小学校費、中学校費の一体的な運用（費目の一体化等）

都道府県教委の理解・協力・支援の充実

その他

大きな課題が認められる

課題が認められる

N=211（小中一貫教育実施市区町村） ※「大きな課題が認められる」の回答が特に多い項目については●で示している。



国に期待している取組

55%

92%

34%

28%

72%

57%

36%

3%

教員免許制度の改善

教職員の定数上の措置

教育課程の特例の創設

先導的な取組を行うモデル事業の実施

学校施設整備の財政措置

教育課程・指導方法面での好事例の収集・普及

学校施設の整備・運用面での好事例の収集・普及

その他

N=211

【その他の主な内容】
・小中一貫教育校を法的に位置付け など



 



小中一貫教育を行う学校への調査

（小中一貫教育の実施件数：1130件）

Ⅰ 施設・取組形態など 【39】

Ⅱ 教育課程・指導方法 【46】

Ⅲ 組織・マネジメント 【52】

Ⅳ その他の取組 【69】

Ⅴ 成果・課題など 【73】



 



Ⅰ 施設・取組形態など （～P45）

小中一貫教育の主なねらい

95%
98%

17%
63%

77%
92%

48%
30%

42%
13%

49%
3%

学習指導上の成果を上げる

生徒指導上の成果を上げる

子供の発達の早期化に対応

異学年児童生徒の交流を促進

教員の指導力の向上

9年間を通し児童生徒を育てるという教職員の意識改革

特別支援教育における学校間の連携・協力体制を強化

保護者との協働関係を強化

地域との協働関係を強化

教育活動充実の観点から一定規模の児童生徒数確保

特色ある学校づくりを進める

その他

N=1130（小中一貫教育実施件数）



小中一貫教育開始からの経過年数

14%

18%

22%

7%

15%

9%

6%

4%

2%

5%

1年未満

2年

3年

4年

5年

6年

7年

8年

9年

10年以上
N=1130（小中一貫教育実施件数）

校舎設置状況

13%

5%

78%

4%

いわゆる施設一体型校舎

いわゆる施設隣接型校舎

いわゆる施設分離型校舎

その他

N=1130（小中一貫教育実施件数）

3%

97%

一体としている

一体としていない

＜施設隣接型校舎＞ N=59 / 1130

78%

22%

一体としている

一体としていない

校舎設置状況 職員室を一体化しているか

＜施設一体型校舎＞ N=148 / 1130



注） は校舎を、 は敷地を示す。

区分 校舎の設置状況

① 【いわゆる施設一体型校舎】

小学校と中学校の校舎の全部又は一
部が一体的に設置されている
（小学校と中学校の校舎が渡り廊下等
でつながっているものを含む）

（ｲﾒｰｼﾞ）

② 【いわゆる施設隣接型校舎】

小学校と中学校の校舎が同一敷地又
は隣接する敷地に別々に設置されている

（ｲﾒｰｼﾞ）

③ 【いわゆる施設分離型校舎】

小学校と中学校の校舎が隣接し
ていない異なる敷地に別々に設置
されている

（ｲﾒｰｼﾞ）

④ その他

施設一体型校舎と施設分離型校舎が
併存している場合など

（ｲﾒｰｼﾞ）

小中

全部一体的に設置
（同一敷地）

小

一部一体的に設置
（同一敷地）

小中

全部一体的に設置
（同一敷地、渡り廊下で接続）

中小

中小 小中

中小 小中

一部一体的に設置
（同一敷地）

全部一体的に設置
（異なる敷地、渡り廊下で接続）

中小

全部一体的に設置
（本校舎・分校舎を設置）

小中小中

中小 小中

一部一体的に設置
（異なる敷地、渡り廊下で接続）

中小 小中

一部一体的に設置
（異なる敷地）

［本校舎］ ［分校舎］

中小

別々に設置
（同一敷地）

中小

別々に設置
（隣接する敷地）

中
小

別々に設置
（隣接していない異なる敷地）

小

小

別々に設置
（隣接していない異なる敷地）

小

小

中

小

小中 中小

別々に設置
（隣接していない異なる敷地）

小

別々に設置
（隣接していない異なる敷地）

小

別々に設置
（隣接していない異なる敷地）

全部一体的に設置
（同一敷地、渡り廊下で接続）

［施設一体型校舎］ ［施設一体型校舎］ ［施設隣接型校舎］

中小

小 中

別々に設置
（隣接していない異なる敷地）

【参考】 小中一貫教育における校舎の設置状況の分類

5

施設形態別 学級数分布

0

10

20

30

40

50

60

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110

件
数

取組に含まれる学校の学級数の総計

施設一体型 施設隣接型 施設分離型



ある

13%

ない

87%

N=1130（小中一貫教育実施件数）

小中一貫教育を行う上での施設やスペースの整備状況

69%

34%

51%

53%

33%

34%

小中学校で共用する

特別教室、図書館、

体育館等

グラウンド

異学年が交流できるスペース

教職員が共働・交流

できるスペース

地域や保護者との協働のた

めのスペース

その他

N=143 / 1130

整備箇所新たに整備した施設やスペースの有無

小中一貫教育を行う上での校舎の整備状況

4%

5%

3%

86%

1%

校舎を新築、又は既存校舎を全面改築

既存校舎に新校舎・教室等を増築

既存校舎に改修

整備は実施していない

その他

N=1130（小中一貫教育実施件数）



増築 3件
5%

改修 1件
2%

整備なし

55件
93%

改修 3件
0.3%

整備なし

869件
99%

その他

10件 1%

施設分離型 882件

新築 48件
4%
増築 58件

5%

改修 32件
3%

整備なし

977件
86%

その他

15件 1%

全体 1130件

施設形態ごとの校舎の整備状況

新築41件
28%

増築 50件
34%

改修 28件
19%

整備なし

24件 16%

その他

5件 3%

施設一体型 148件

新築 7件
17%

増築 5件
12%

整備なし

29件
71%

その他 41件

施設隣接型 59件

9

Ｅ小学校（改修）

○ 小・中学校間で共用する特別教室、図書室、
体育館等

○ 地域住民や保護者との協働のためのスペース

Ｆ小学校（改修）

○ 教職員が共働・交流できるスペース

Ｇ小学校（改修）

○ その他（中学校校舎に６年生の金曜登校用の

靴箱、教室を整備）

隣接型校舎 施設分離型

整備の実施内容

A小学校（改修）

○ 教職員が共働・交流できるスペース
○ その他（小学校校舎での７年生（中学１年生）

の生活スペース（１ヶ月））

B小学校（増築）

○ 異学年が交流できるスペース
○ その他（バスロータリー）

D小学校（増築）

○ その他（連絡通路、講堂の座席）

C小学校（増築）

○ 小・中学校間で共用する特別教室、図書室、
体育館等

○ グラウンド
○ 異学年が交流できるスペース
○ 教職員が共働・交流できるスペース

10



施設形態ごとの施設面での工夫

施設一体型 97件（148件中回答のあった学校）

施設分離型 148件（882件中回答のあった学校）

（その他）バリアフリー化、指導体制等

（その他）共通の施設使用ルール 11

【自由記述の内容を項目ごとに分類・集計】

27

15
11

7 6 6 6 5 5 5 4 4 5

施
設
整
備
（
階
段
、

プ
ー
ル
深
さ
等
）

教
室
等
配
置

備
品
の
整
備

交
流
ス
ペ
ー
ス
等
の

設
置

職
員
室
の
合
同
利
用

時
間
割
編
成
等

集
会
・
会
議
の
実
施

場
所

既
存
施
設
の
利
用

（
余
裕
教
室
等
）

校
内
放
送

渡
り
廊
下

特
別
教
室
等
の
共
同

利
用

小
・
中
別
教
室
等
の

設
置

そ
の
他

10
7

3 3
1 1 1 1 1

既
存
施
設
の
利
用

（
余
裕
教
室
、
体
育

館
等
）

交
流
行
事
等

時
間
割
編
成
等

掲
示
ス
ペ
ー
ス
整
備

市
全
体
で
の
取
組

施
設
・
敷
地
の
確
保
・

整
備

備
品
の
整
備

学
校
間
の
移
動
（
バ

ス
の
使
用
）

そ
の
他

施設形態ごとの施設面での課題

施設一体型 97件（148件中回答のあった学校）

施設分離型 148件（882件中回答のあった学校）

（その他）小学生の騒音、共通の施設使用ルール等

（その他）分散進学、ＷＥＢ会議、一体感

【自由記述の内容を項目ごとに分類・集計】

12

13 12 11
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7 6
3 3 2 2
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時
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成
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施
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階
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ー
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深
さ
等
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教
室
等
不
足

校
舎
内
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備
品
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教
室
等
配
置
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流
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整
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同
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集
会
・
会
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の
実
施

場
所

敷
地
の
確
保

そ
の
他

57

24 24
9 4 3 2 1 3

学
校
間
の
距
離(

移

動
に
時
間
等
）

集
会
・
会
議
の
実
施

場
所

教
室
等
不
足

備
品
の
整
備

時
間
割
編
成
等

施
設
整
備(

渡
り
廊

下
、
体
育
館
等
）

敷
地
の
確
保

職
員
室
の
合
同
利
用

そ
の
他



小中一貫教育に取り組む学校の組み合わせ

33%

39%

20%

7%

1%

１小学校＋１中学校

２小学校＋１中学校

３小学校＋１中学校

４小学校以上＋１中学校

その他

N=1130（小中一貫教育実施件数）

小学校間の取組の差（複数の小学校が小中一貫教育の取組に含まれる場合）

3%

3%

31%

63%

取組が始まったばかりで、

殆ど統一がとれていない

大きな差がある

若干の差がある

あまり差はない

N=745（複数の小学校が含まれる小中一貫教育の実施件数）



Ⅱ 教育課程・指導方法 （～P52）

9年間の教育課程・指導方法の系統性・連続性の確保のための取組

46%
47%

14%
52%

19%
15%

14%
15%

21%
16%

7%
25%

43%
51%

12%
32%

8%
11%

47%
28%

27%
51%

24%
70%

42%
11%

42%
7%

38%
21%

44%
46%

13%

小中学校共通の学校経営理念の設定

9年間をひとまとまりと捉えた学校教育目標の設定
9年間をひとまとまりと捉えた学年呼称の導入

各教科別9年間の系統性を整理、小中一貫したカリキュラムを組んでいる
総合的な学習において小中一貫したカリキュラムを組んでいる

道徳教育において小中一貫したカリキュラムを組んでいる

食育において小中一貫カリキュラムを組んでいる

言語活動において小中一貫したカリキュラムを組んでいる

キャリア教育において小中一貫したカリキュラムを組んでいる

ふるさと教育において小中一貫したカリキュラムを組んでいる

情報教育において小中一貫したカリキュラムを組んでいる

小中一貫教育の軸となる独自の教科・領域の設定

基本的な授業スタイルのゆるやかな統一

学力調査などの小中合同分析と結果の共有

9年間を見通した評価基準と評価方法の共有
学校評価の小中合同実施

「つなぎの単元」を小中の移行段階での設定

移行段階で中学校の板書分量やノートを取るスピードに慣れさせる工夫

中学校段階の学習についていけるよう小学校段階で基礎学力保障に注力

9年間を通した家庭学習の課題の分量の段階的調整
9年間を見通した学習方法や学習時間のマニュアル作成

9年間を見通した学習規律・生活規律を定めている
小中合同でのいじめ防止基本方針等の設定

小中の合同行事の実施

小中合同の児童会・生徒会活動の実施

小中合同の総合的な学習の時間の実施

中学校の部活動への小学校高学年の参加

小学校のクラブ活動への中学生の参加

小中の特別支援学級等の担当教諭における相互授業参観

小中の特別支援学級等の合同授業

特別支援学級児童・保護者の中学校授業参観や学校訪問の機会の提供

小中合同の特別支援教育に関する会議等の開催

その他 N=1130（小中一貫教育実施件数）



学年段階の区切りの状況

72%

26%

1%未満

1%未満

1%未満

1%未満

1%未満

0%

1%

1%

６－３

４－３－２

５－４

４－５

５－２－２

３－４－２

２－３－４

８－１

教科特性に合わせて区分を設定

その他

N=1130（小中一貫教育実施件数）

学年段階の区切りの設定に係る具体的取組(学年区切りが6-3以外の場合）

70%
37%

8%
17%

4%
2%

37%
53%

28%
72%

13%
10%

7%
12%

17%
14%

3%

区切り毎の学習指導上の重点を明確化

区切り毎の生徒指導上の重点を明確化

運動会・文化祭・学芸会などを分割して実施

学年段階の区切りに対応した校舎やフロアの区分

学校段階/学年間での指導内容前倒し・後送り

選択教科の導入

独自の教科等の導入

教科担任制の導入

習熟度別グループ編成の導入

乗り入れ授業の導入

50分授業の導入開始学年の変更

制服・鞄等の導入開始学年の変更

進路指導の導入開始学年の変更

定期テストの導入開始学年の変更

生徒会活動の導入開始学年の変更

部活動の導入開始学年の変更

その他

N=320（学年段階の区切りを6-3以外で設定している件数）



授業時間の設定状況

96%

3%

1%

1%

小学校で45分、中学校で50分の授業を行っている

小中が接続する区切りにおいて

50分授業を行っている

9年間を通して45分授業を行っている

その他

N=1130（小中一貫教育実施件数）

教育課程の特例を認める制度の活用状況

1%

19%

3%

12%

65%

研究開発校制度の特例を

活用

教育課程特例校制度の

特例を活用

特例の活用を検討

特例を活用した他市区町

村の取組を注視

特例を活用しておらず、

今後も活用する予定なし

特例の活用 具体的取組状況

72%

82%

1%未満

0%

18%

1%未満

小中一貫教育の軸

となる独自の教科等

の創設

英語教育・外国語教

育の導入

興味関心の多様化

に対応した選択教科

の導入

指導内容の後送り

指導内容の前倒し

その他

N=224 / 1130N=1130（小中一貫教育実施件数）



卒業式入学式以外の学年段階区切りを意識させる行事の実施
(学年段階の区切りが6-3以外の場合）

36%

64%

行っている

行っていない

N=320（学年段階の区切りを6-3以外で設定している件数）

【行事の主な内容】
・１／２成人式（４年目）
・立志式（７～８年目）
・毎学年末の修了式
・立志登山（７～８年目）
・区切りのまとまり毎の修了面接
・卒業論文（８～９年目）

小学校の卒業式や入学式の実施状況
(学年段階の区切りが6-3以外の場合）

87%

79%

2%

11%

小学校卒業式/中学校入学式ともに実施

小学校卒業式実施/中学校入学式未実施

小学校の卒業式未実施/中学校入学式実施

小学校の卒業式/中学校入学式ともに未実施

N=320（学年段階の区切りを6-3以外で設定している件数）

小学校における教科担任制の実施状況

１%未満

2%

50%

48%

全ての教科で実施した

ほとんどの教科で実施した

一部の教科で実施した

実施していない

N=1130（小中一貫教育実施件数）



小学校における教科担任制の実施教科・導入開始学年

N=591 （教科担任制を実施している件数）

国語 社会 算数 理科 生活 音楽 図工 家庭 体育
外国語
活動

総合

実施 17% 36% 23% 66% 1% 77% 38% 47% 33% 28% 2%

うち第３学年で
導入開始 19% 14% 14% 17% 20% 47% 37% 0% 22% 10% 17%

うち第４学年で
導入開始 12% 13% 16% 17% 0% 17% 15% 0% 11% 2% 8%

うち第５学年で
導入開始 38% 47% 42% 43% 60% 23% 32% 81% 41% 59% 67%

うち第６学年で
導入開始 30% 27% 28% 24% 20% 13% 15% 18% 26% 29% 8%

小・中教員の乗り入れ授業の実施

1%未満

39%

21%

39%

小学校教員が中学校で実施した

中学校教員が小学校で実施した

小中学校教員が相互に乗り入れ授業

を実施した

実施していない

N=1130（小中一貫教育実施件数）



小・中教員の乗り入れ授業の実施教科

小学校教員が中学校で乗り入れ授業を実施 （N=242）

対象教科

国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保健体育

20% 18% 55% 24% 19% 13% 21%

技術・家庭 外国語 道徳
総合的な
学習の時間

特別活動
独自の

新設教科等

17% 25% 8% 8% 5% 7%

中学校教員が小学校で乗り入れ授業を実施 (N=681)

対象教科

国語 社会 算数 理科 音楽 図画工作 体育 生活

21% 20% 39% 30% 38% 21% 39% 1%

家庭 道徳
外国語
活動

総合的な
学習の時間

特別活動
独自の

新設教科等

10% 1% 58% 5% 4% 5%

児童生徒の人間関係や相互評価が固定化しないような工夫

58%

58%

26%

49%

25%

56%

多様な活躍の機会を意図的に設定

異学年交流の機会を意図的に設定

同一学年内の学級間交流の機会を意図的に設定

教科担任制や乗り入れ授業により多様な教職員と

関わる機会を意図的に設定

地域との連携により学校外の集団への所属を促進

いじめの早期発見・早期対応の取組を充実

N=1130（小中一貫教育実施件数）



転出入学する児童生徒に対する配慮

16%

9%

54%

6%

29%

4%

家庭学習の課題を工夫して出している

補習授業を実施している

保護者や児童生徒に個別ガイダンスを

行っている

通常の教育課程との違いを分かりやすく示した

資料をあらかじめ作成し、活用している

特別な教育課程を編成しておらず

特に配慮をしていない

その他

【その他の主な内容】
・市独自のパンフレットを作成し配布している
・転校先に教育課程の違いを説明
・未習内容について補充的な課題・プリントなどを与える
・昼休み等に未習単元を個別指導
・定期・随時の教科相談を実施
・本人や保護者への丁寧な説明

N=1130（小中一貫教育実施件数）

Ⅲ 組織・マネジメント （～P68）



校長の体制

N=1130（小中一貫教育実施件数）

一人の校長が小・中
学校を兼務している

学校毎に校長がい
るが、責任者として
の役割を果たす校
長が決まっている

学校毎に校長がお
り、適宜連携を図っ
ている

全体

施設一体型
112
（76%）

9
（6%）

27
（18%）

148
（100%）

施設隣接型
7

（12%）
8

（14%）
44
（75%）

59
（100%）

施設分離型
4
（0%）

91
（10%）

787
（89%）

882
（100%）

その他
8
(20%)

7
（17%）

26
（63%）

41
（100％）

全体
131
(12%)

115
(10%)

884
(78%)

1130
(100%)

学年段階の区切り毎の担当の副校長・教頭・主幹教諭の配置状況
(学年段階の区切りが6-3以外の場合）

10%

90%

置いている

置いていない

校務分掌上、学年段階の区切り毎の主任等の配置状況
(学年段階の区切りが6-3以外の場合）

17%

83%

置いている

置いていない

N=320（学年段階の区切りを6-3以外で設定している件数）

N=320（学年段階の区切りを6-3以外で設定している件数）



教職員の兼務発令の状況

8%

3%

1%

1%未満

1%

1%

55%

35%

全教職員が兼務発令されている

校長が兼務発令されている

校長及び、副校長、教頭が兼務発令されている

副校長、教頭が兼務発令されている

校長以外の全教職員が兼務発令されている

副校長教頭以外の全教職員が兼務発令されている

一部の教職員が兼務発令されている

兼務発令されていない

N=1130（小中一貫教育実施件数）

小中一貫教育のコーディネーター役を担う教職員の加配状況

15%

1%

33%

51%

加配されている

加配が検討されている

加配が措置される予定はない

加配はないが、コーディーネーター役を指名

N=1130（小中一貫教育実施件数）



小・中合同の校務分掌

13%

87%

合同で分掌している

合同で分掌していない

N=1130（小中一貫教育実施件数）

小・中合同の校務分掌(施設形態別）

13
%

87
%

合同で分掌し

ている

合同で分掌し

ていない

64%

36%

12%

88%

3%

97%

N=1130

全体 施設一体型 施設隣接型 施設分離型

N=148 N=59 N=882



小・中合同の校務分掌（校長体制別）

13
%

87
%

合同で担当し

ている

合同で担当し

ていない

75%

25%

15%

85%

3%

97%

N=1130

全体 1人の校長が
小中学校を兼務

校長が複数いるが
責任者が決まっている

学校別に校長が
おり適宜連携

N=131 N=115 N=884

小・中学校での学校事務の共同実施

32%

68%

共同実施している

共同実施していない

N=1130（小中一貫教育実施件数）



小・中学校での学校事務の共同実施（施設形態別）

32
%

68
%

共同実施して

いる

共同実施して

いない

70%

30%

37%

63%

26%

74%

N=1130

全体 施設一体型 施設隣接型 施設分離型

N=148 N=59 N=882

小・中学校での学校事務の共同実施（校長体制別）

32
%

68
%

共同実施して

いる

共同実施して

いない

79%

21%

56%

44%

22%

78%

N=1130

全体 1人の校長が
小中学校を兼務

校長が複数いるが
責任者が決まっている

学校別に校長が
おり適宜連携

N=131 N=115 N=884



79%

56%

22%

1人の校長が小・中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

実施している

75%

15%

3%

1人の校長が小・中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

実施している

N=115

N=884

N=884

N=131

N=115

N=131

校長の体制 × 学校事務の共同実施

校長の体制 × 校務分掌の合同担当の実施

N=1130（小中一貫教育実施件数）

N=1130（小中一貫教育実施件数）

計画的・継続的な小・中合同会議

行って

いる

88%

行って

いない

12%

N=1130（小中一貫教育実施件数）

7%

33%

47%

13%

週に1回程度

月に1回程度

学期に１回程

度

その他

N=990 / 1130

継続的に実施している場合の開催頻度



計画的・継続的な小・中合同会議（施設形態別）

88
%

12
%

実施した

実施していな

い

97%

3%

92%

8%

86%

14%

N=1130

全体 施設一体型 施設隣接型 施設分離型

N=148 N=59 N=882

計画的・継続的な小・中合同会議（校長体制別）

88
%

12
%

実施した

実施していな

い

98%

2%

94%

6%

85%

15%

N=1130

全体 1人の校長が
小・中学校を兼務

校長が複数いるが
責任者が決まっている

学校別に校長が
おり適宜連携

N=131 N=115 N=884



小・中の合同会議を継続的に実施している場合の開催頻度（施設形態別）

7%

33
%

47
%

13
%

週に1回程度

月に1回程度

学期に1回程
度

その他

38%

43%

9%

10%

4%

57%

31%

7%

1%

29%

56%

13%

N=990

全体 施設一体型 施設隣接型 施設分離型

N=144 N=54 N=758

小・中の合同会議を継続的に実施している場合の開催頻度（校長体制別）

7%

33
%

47
%

13
%

週に1回程度

月に1回程度

学期に1回程
度

その他

42%

43%

5%

11%

6%

51%

32%

11%

1%

29%

57%

13%

N=990

全体 1人の校長が
小・中学校を兼務

校長が複数いるが
責任者が決まっている

学校別に校長が
おり適宜連携

N=129 N=108 N=753



小・中の合同職員会議

行っている

16%

行って

いない

84%

N=1130（小中一貫教育実施件数）

小・中の合同職員会議（施設形態別）

16%

84%

実施

未実施

84%

16%

25%

75%

3%

97%

N=1130

全体 施設一体型 施設隣接型 施設分離型

N=148 N=59 N=882



小・中の合同職員会議（校長体制別）

16
%

84
%

実施

未実施

95%

5%

17%

83%

4%

96%

N=1130

全体 1人の校長が
小中学校を兼務

校長が複数いるが
責任者が決まっている

学校別に校長が
おり適宜連携

N=131 N=115 N=884

小・中全体の年間行事予定表等の作成

行っている

37%行って

いない

63%

N=1130（小中一貫教育実施件数）



小・中全体の年間行事予定表等の作成（施設形態別）

37
%

63
%

実施

未実施

85%

15%

46%

54%

27%

73%

N=1130

全体 施設一体型 施設隣接型 施設分離型

N=148 N=59 N=882

小・中全体の年間行事予定表等の作成（校長体制別）

37
%

63
%

実施

未実施

93%

7%

64%

36%

25%

75%

N=1130

全体 1人の校長が
小中学校を兼務

校長が複数いるが
責任者が決まっている

学校別に校長が
おり適宜連携

N=131 N=115 N=884



実施

した

91%

実施

して

いない

9%

小・中の合同研修の年間にわたる計画的・継続的な実施

2%

19%

58%

22%

週に1回程度

月に1回程度

学期に１回程

度

その他

N=1032

実施している場合の開催頻度

N=1130（小中一貫教育実施件数）

小・中の合同研修の年間にわたる計画的・継続的な実施（施設形態別）

91%

9%

実施

未実施

97%

3%

92%

8%

91%

9%

N=1130

全体 施設一体型 施設隣接型 施設分離型

N=148 N=59 N=882



小・中の合同研修の年間にわたる計画的・継続的な実施（校長体制別）

91%

9%

実施

未実施

97%

3%

97%

3%

90%

10%

N=1130

全体 1人の校長が
小中学校を兼務

校長が複数いるが
責任者が決まっている

学校別に校長が
おり適宜連携

N=131 N=115 N=884

小・中の合同研修を行っている場合の実施頻度（施設形態別）

2%

19
%

58
%

22
%

週に1回程度

月に1回程度

学期に1回程
度

その他

10%

58%

24%

7%

4%

28%

50%

19%

1%未満

11%

65%

25%

N=1032

全体 施設一体型 施設隣接型 施設分離型

N=144 N=54 N=802



小・中教員の合同研修を行っている場合の実施頻度（校長体制別）

2%

19%

58%

22%

週に1回程度

月に1回程度

学期に1回程度

その他

11%

68%

16%

6%

1%

28%

50%

21%

1%未満

9%

66%

24%

N=1032

全体 1人の校長が
小・中学校を兼務

校長が複数いるが
責任者が決まっている

学校別に校長が
おり適宜連携

N=127 N=112 N=793

小・中教員の相互授業参観の計画的・継続的実施

1%

11%

67%

20%

週に1回程度

月に1回程度

学期に１回程

度

その他

N=1015

実施している場合の開催頻度

実施した
90%

実施して

いない

10%

N=1130（小中一貫教育実施件数）



小・中教員の相互授業参観の計画的・継続的実施（施設形態別）

90%

10%

実施

未実施

95%

5%

92%

8%

89%

11%

N=1130

全体 施設一体型 施設隣接型 施設分離型

N=148 N=59 N=882

小・中教員の相互授業参観の計画的・継続的実施（校長体制別）

90
%

10
%

実施

未実施

95%

5%

85%

15%

90%

10%

N=1130

全体 1人の校長が
小・中学校を兼務

校長が複数いるが
責任者が決まっている

学校別に校長が
おり適宜連携

N=131 N=115 N=884



小・中教員の相互授業参観を行っている場合の実施頻度（施設形態別）

1%

11
%

67
%

20
%

週に1回程度

月に1回程度

学期に1回程
度

その他

5%

32%

48%

15%

0%

17%

70%

13%

1%

6%

71%

22%

N=1015

全体 施設一体型 施設隣接型 施設分離型

N=144 N=54 N=758

小・中教員の相互授業参観を行っている場合の実施頻度（校長体制別）

1%

11
%

67
%

20
%

週に1回程度

月に1回程度

学期に1回程
度

その他

4%

35%

47%

14%

3%

14%

60%

22%

1%

7%

72%

21%

N=1015

全体 1人の校長が
小・中学校を兼務

校長が複数いるが
責任者が決まっている

学校別に校長が
おり適宜連携

N=124 N=98 N=793



Ⅳ その他の取組 （～P72）

小・中学校の正式名称とは別の呼称の使用状況（ 「○○学園」等）

23%

77%

設けている

設けていない

N=1130（小中一貫教育実施件数）

小・中合同の校歌や校旗（シンボルマーク含む）の作成状況

8%

1%

7%

83%

校歌と校旗を作っている

校歌は作っているが、校旗は作っていない

校歌は作っていないが、校旗は作っている

校歌も校旗も作っていない

N=1130（小中一貫教育実施件数）



余裕時間の確保や負担軽減の取組

力を

入れて

いる
19%

今後の

課題で

ある
81%

取組内容

N=212

60%

56%

42%

8%

54%

33%

25%

15%

校務支援システムの導入

ＩＣＴの活用による授業の効率化

教材、教具、指導案等の共有促

進

ＴＶ会議システムの活用

会議の見直し

次年度の教育課程や会議・研

修スケジュール等の前倒し策定

教職員集団が大きくなることを

生かした校務の効率化

教員と学校事務職員との役割

分担の見直し

N=1130（小中一貫教育実施件数）

地域や保護者との協働関係を強めることを目的に取り組んでいる事項

15%
7%

4%
15%

11%
13%

44%
20%

16%
20%

24%
20%

コミュニティ・スクールを導入している

コミュニティ・スクールの組織を小中合同で設けている

コミュニティスクールの導入に向けた検討を行っている

学校支援地域本部による取組を行っている

学校支援地域本部の組織を小中合同で設けている

学校評議員を小中合同で任命している

地域住民・保護者・学校関係者による協議会等の設置

ＰＴＡ組織を小中合同で設け、活動している

自己評価を小中合同で実施している

学校関係者評価を小中合同で実施している

小中合同の学校通信を継続的に発行している

その他

N=1130（小中一貫教育実施件数）



幼稚園、保育所との連携・接続状況

31%

14%

44%

8%

3%

ステップ0：連携の予定・計画がまだ無い

ステップ1：連携・接続に着手したいが、まだ検討中
である

ステップ2：年数回の授業、行事、研究会などの交
流があるが接続を見通した教育課程の編成、実施

は行われていない

ステップ3：授業、行事、研究会などの交流が充実
し、接続を見通した教育課程の編成、実施が行わ

れている

ステップ4：接続を見通して、編成、実施された教育
課程について、実施結果を踏まえ、さらによりよい

ものとなるよう検討が行われている。
N=1130（小中一貫教育実施件数）

※幼小連携のステップの分類については、「幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方に
関する調査研究協力者会議報告書」（平成22年11月11日）による。

中高一貫教育との連動

2%

0%

0%

98%

連携型の中高一貫教育と連動している

併設型の中高一貫教育と連動している

中等教育学校と連動している

特段の取組を行っていない

N=1130（小中一貫教育実施件数）



外部有識者からの指導助言

17%

14%

69%

継続的に指導を受けて

いる

過去に指導を受けたこと

がある

指導を受けていない

考えて

いる

49%

考えて

いない

51%

N=942 

指導助言の有無

今後の指導希望意向

N=1130（小中一貫教育実施件数）



Ⅴ 成果・課題など （～P77）



小中一貫教育のこれまでの取組の総合的な評価（成果）

10%

77%

12%

1%

大きな成果が認められる

成果が認められる

成果があまり認められない

ほとんど成果が認められない

N=1130（小中一貫教育実施件数）

小中一貫教育のこれまでの取組の総合的な評価（課題）

7%

80%

12%

2%

大きな課題が認められる

課題が認められる

課題があまり認められない

ほとんど課題が認められない

N=1130（小中一貫教育実施件数）



国に期待する取組

45%

93%

27%

24%

67%

52%

38%

4%

教員免許制度の改善

教職員の定数上の措置

教育課程の特例の創設

先導的な取組を行うモデル事業の実施

学校施設整備の財政措置

教育課程・指導方法面での好事例の収集・普及

施設整備・運用面での好事例の収集・普及

その他

N=1130（小中一貫教育実施件数）

【その他の主な内容】
・義務教育学習指導要領の策定
・デメリットや課題、小中学校間で必要な段差についての研究や報告 など



 



小中一貫教育の成果

2%
3%
1%
5%
4%

2%
4%
3%
4%
2%

27%
8%

22%
6%
8%
11%
10%
10%
10%

6%
4%

17%
14%

10%
12%
9%

5%
6%
6%

16%
20%
21%
20%

9%
11%

3%
4%
5%

9%
9%

16%
4%
3%

6%

40%
42%

33%
57%

51%
29%

52%
45%

56%
45%

63%
60%

67%
51%

46%
46%

63%
55%
54%

51%
47%

58%
57%

62%
63%
69%

62%
65%

54%
66%

69%
64%

59%
57%

67%
36%

49%
47%

53%
58%

53%
21%
25%

32%

全国学力・学習状況調査の結果が向上した
都道府県又は市町村独自の学力調査の結果が向上した

民間の標準学力検査の結果が向上した
学習習慣の定着が進んだ
生活リズムが改善した

全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果が向上した
授業が理解できると答える児童生徒が増えた

勉強が好きと答える児童生徒が増えた
学習意欲が向上した

学習に悩みを抱える児童生徒が減少した
中学校への進学に不安を覚える児童が減少した
児童生徒の学校生活への満足度が高まった

いわゆる「中１ギャップ」が緩和された
いじめの問題等が減少した

不登校が減少した
暴力行為の発生件数が減少した

学習規律・生活規律の定着が進んだ
児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた）
児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた

児童生徒の自己肯定感が高まった
児童生徒のコミュニケーション能力が高まった

上級生が下級生の手本となろうとする意識が高まった
下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった

予防的生徒指導等の取組が充実した
特別な支援を要する児童生徒へのきめ細かな指導が充実した

教員の指導方法の改善意欲が高まった
教員の生徒指導力の向上につながった
教員の教科指導力の向上につながった

養護教諭、栄養教諭、学校事務職員などの資質能力が向上した
小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった

小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった
小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる意識が高まった

小・中学校共通で実践する取組が増えた
小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった

小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった
教職員の仕事に対する満足度が高まった
保護者の学校への満足度が高まった
保護者との協働関係が強化された
地域との協働関係が強化された

同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消につながった
異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が深まった

学校独自の新教科や領域の指導が充実した
校務分掌等、学校運営の効率化につながった

その他（自由記述）

大きな成果が認められる

成果が認められる

N=1130（小中一貫教育実施件数） ※「大きな成果が認められる」の回答が特に多い項目については●で示している。



小中一貫教育の課題

8%
4%

13%
7%

2%
1%
3%

2%
3%

8%
26%

21%
19%

12%
13%

7%
8%

27%
11%
12%

8%
4%

2%
5%
4%
6%

3%
13%

7%
6%
6%

17%

63%
47%
28%

34%
13%
14%

32%
25%

35%
47%

56%
54%

38%
29%

38%
59%
57%

58%
46%

54%
33%

30%
22%

49%
35%

50%
35%

45%
32%
33%

29%
36%

9年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発

小中合同の行事等における発達段階に応じた内容設定

施設・スペース（教室、グラウンド等）の確保及び使用時間調整

時間割や日課表の工夫

チャイムの鳴らし方

転出入者への学習指導上・生徒指導上の対応

児童生徒の人間関係が固定化しないような配慮

中学校における生徒指導上の問題の小学生への影響

小学生高学年のリーダー性・主体性の育成

年間行事予定の調整・共通化

小中の教職員間での打ち合わせ時間の確保

小中合同の研修時間の確保

児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動時間の確保

校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全の確保

学校間の交流を図る際の教職員の移動手段・移動時間の確保

成果や課題の分析・評価手法の確立

成果・課題の可視化と関係者間での共有

教職員の負担感・多忙感の解消

小・中学校間での負担の不均衡

教職員間での負担の不均衡

所有免許の関係で兼務発令を拡大できないこと

兼務発令の趣旨・内容に関する教職員の理解

小中の管理職間の共通認識の醸成

小中の教職員間の共通認識の醸成

小中が接続する学年又は区切り以外を担当する教職員の意識向上

小・中学校間のコーディネート機能の充実

同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消

必要な予算の確保

小学校費、中学校費の一体的な運用（費目の一体化等）

都道府県教委の理解・協力・支援の充実

市区町村教委の理解・協力・支援の充実

その他

大きな課題が認められる

課題が認められる

N=1130（小中一貫教育実施件数） ※「大きな課題が認められる」の回答が特に多い項目については●で示している。



クロス分析

※小中一貫教育の具体的成果や具体的課題と、①経過年数、②教科担
任制の導入の有無、③小中教員の乗り入れ授業の実施の有無、④校
長の体制の違い、⑤教育課程の区分の変更の有無⑥９年間の学校教
育目標・カリキュラムの有無⑦施設形態についてクロス分析を実施

【成果とのクロス分析】
Ⅰ 小中一貫教育の実施経過年数 × 小中一貫教育の成果 【81】
Ⅱ 小学校における教科担任制実施状況 × 小中一貫教育の成果 【89】
Ⅲ 小中教員の乗り入れ授業実施状況 × 小中一貫教育の成果 【97】
Ⅳ 校長の体制 × 小中一貫教育の成果 【106】
Ⅴ 学年段階の区切り × 小中一貫教育の成果 【114】
Ⅵ ９年間の一貫した学校教育目標・カリキュラム× 小中一貫教育の成果 【122】
Ⅶ 施設形態 × 小中一貫教育の成果 【130】

【課題とのクロス分析】
Ⅰ 小中一貫教育の実施経過年数 × 小中一貫教育の課題 【140】
Ⅱ 小学校における教科担任制実施状況 × 小中一貫教育の課題 【144】
Ⅲ 小中教員の乗り入れ授業実施状況 × 小中一貫教育の課題【146】
Ⅳ 校長の体制 × 小中一貫教育の課題 【150】
Ⅴ 学年段階の区切り × 小中一貫教育の課題 【155】
Ⅵ ９年間の一貫した学校教育目標・カリキュラム× 小中一貫教育の課題 【160】
Ⅶ 施設形態 × 小中一貫教育の課題 【164】



Ⅰ 小中一貫教育
の実施経過年数

Ⅱ 小学校にお
ける教科担任制
実施状況

Ⅲ 小中教員の
乗り入れ授業実
施状況

Ⅳ 校長の体制
Ⅴ 学年段階の区切
り

Ⅵ ９年間
の学校教
育目標・カ
リキュラム

Ⅶ 施設形態

総合評価 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
9年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教
材の開発 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
小中合同の行事等における発達段階に応じた内
容設定 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
施設・スペース（教室・グラウンド等）の確保及び
使用時間調整 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

時間割や日課表の工夫 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

チャイムの鳴らし方 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

転出入社への学習指導上・生徒指導上の対応 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

児童生徒の人間関係が固定化しないような配慮 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
中学校における生徒指導上の問題の小学生へ
の影響 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

小学生高学年のリーダー性・主体性の育成 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

年間行事予定の調整・共通化 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

小中の教職員間での打ち合わせ時間の確保 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

小中合同の研修時間の確保 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動時
間の確保 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全確保 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
学校間の交流を図る際の教職員の移動手段、移
動時間の確保 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

成果や課題の分析・評価手法の確立 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

成果・課題の可視化と関係者間での共有 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

教職員間の負担感・多忙感の解消 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

小・中学校間での負担の不均衡 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

教職員間での負担の不均衡 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

所有免許の関係で兼務発令を拡大できないこと ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

兼務発令の趣旨、内容に関する教職員の理解 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

小中の管理職間の共通認識の醸成 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

小中の教職員間の共通認識の醸成 － ◎ ◎ ○ ○ ◎ －
小中が接続する学年又は区切り以外の担当教
職員の意識向上 ◎ ○ ○ － － ◎ －

小・中学校間のコーディネート機能の充実 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

必要な予算の確保 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

都道府県教委の理解・協力・支援の充実 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

その他 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れ
る意識が高まった ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる
意識が高まった ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

小・中学校共通で実践する取組が増えた ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
小・中学校の指導内容の系統性について教職員
の理解が深まった ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

教職員の仕事に対する満足度が高まった ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

保護者の学校への満足度が高まった ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

保護者との協働関係が強化された ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域との協働関係が強化された ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消
につながった ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ －
異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が
深まった ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

学校独自の新教科や領域の指導が充実した ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

校務分掌等、学校運営の効率化につながった － ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

※１ ◎・○は、Ⅰ～Ⅶの各項目における取組の違いにより、成果の有無に係る回答に有意な差異があったことを示す。
※２ ◎はカイ二乗検定における１％水準、○は５％水準で有意であることを示し、－は有意な差異が見られなかった事を示す。

クロス分析総表（成果）



Ⅰ 小中一貫教育の実施経過年数 × 小中一貫教育の成果

（～P88）

小中一貫教育の実施経過年数 × 小中一貫教育の成果

総合評価

8%

10%

17%

21%

73%

83%

82%

77%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

大きな成果あり 成果あり

【９８％】

【９９％】

N=603

N=53

【８１％】

【９３％】
N=341

N=132



①全国学力・学習状況調査の結果が向上した

2%
1%

7%
2%

35%
39%

55%
64%

1～3年
4～6年

7～9年
10年以上

【５０％】

【４０％】

1%
1%
3%

0%

27%
36%

48%
42%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな成果あり 成果あり

【２６％】

【３６％】

②都道府県又は市町村独自の学力調査の結果が向上した

③民間の標準学力検査の結果が向上した

N=599

N=53

N=478

N=122

【６１％】
【６６％】

【５２％】

【４２％】

2%
2%

7%
2%

39%
40%

56%
63%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【４１％】

【４２％】
【６３％】

【６５％】

N=341

N=132

N=541

N=325

N=49

N=129

N=38

N=307

④学習習慣の定着が進んだ

3%
6%
9%
8%

55%
58%

61%
62%

1～3年
4～6年
7～9年

10年以上
N=53

N=340

【５８％】

【６４％】

2%
1%
3%
2%

25%
28%

45%
52%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな成果あり 成果あり

【２７％】

【２９％】

⑤生活リズムが改善した

⑥全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果が向上した

N=603

N=132

N=338

【７０％】

【７０％】

【４８％】

【５４％】

2%
5%
10%
8%

48%
53%

54%
60%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
N=53

N=132

N=340

N=603
【５０％】

【５８％】

【６４％】

【６８％】

N=597

N=52

N=131



⑦授業が理解できると答える児童生徒が増えた

3%
2%

10%
4%

48%
55%

62%
64%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【５１％】
【５７％】

3%
3%

7%
2%

52%
57%

71%
65%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな成果あり 成果あり

【５６％】

【５９％】

⑧勉強が好きと答える児童生徒が増えた

⑨学習意欲が向上した

N=132

N=53

N=603

N=52

【７２％】

【６８％】

【７８％】

【６７％】

2%
2%

7%
2%

40%
48%

60%
55%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
N=53

N=132

N=341

N=602
【４２％】

【４９％】

【６７％】

【５７％】

N=341

N=603

N=340

N=131

⑩学習に悩みを抱える児童生徒が減少した

2%
2%
3%
2%

41%
47%

55%
54%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【４３％】

【４９％】

7%
8%
8%
9%

57%
60%

73%
64%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな成果あり 成果あり

【６４％】

【６８％】

⑪中学校への進学に不安を覚える児童が減少した

⑫児童生徒の学校生活への満足度が高まった

N=603

N=341

N=341

【５８％】

【５６％】

【８２％】

【７４％】

22%
32%
35%
38%

64%
62%
60%

58%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
N=52

N=132

N=341

N=602
【８６％】

【９４％】

【９５％】

【９６％】

N=131

N=52

N=131

N=53

N=603



⑬いわゆる「中１ギャップ」が緩和された

16%
27%
30%
34%

67%
67%
65%

64%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
N=53

N=132

【８３％】

【９５％】

5%
9%
13%
15%

45%
45%

52%
40%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな成果あり 成果あり

【５０％】

【５５％】

⑭いじめの問題等が減少した

⑮不登校が減少した

N=603

N=341

N=341

【９５％】
【９８％】

【６５％】

【５５％】

4%
8%
8%
11%

48%
52%

67%
51%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
N=53

N=132

N=341

N=600
【５２％】

【６０％】

【７５％】

【６２％】

N=132

N=602

N=53

⑯暴力行為の発生件数が減少した

8%
12%

18%
19%

43%
45%

60%
47%

1～3年
4～6年
7～9年

10年以上

【５１％】

【５７％】

8%
10%
12%
15%

52%
55%

67%
58%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな成果あり 成果あり

【６１％】

【６６％】

⑰学習規律・生活規律の定着が進んだ

⑱児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた）

N=598

N=53

N=341

N=53

【７８％】

【６６％】

【８０％】

【７４％】

8%
9%

17%
19%

62%
62%

67%
60%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
N=53

N=132

N=341

N=602
【７０％】

【７０％】

【８５％】

【７９％】

N=603

N=341

N=131

N=132



⑲児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた

10%
9%
14%

11%

50%
57%

65%
66%

1～3年
4～6年
7～9年

10年以上

【５９％】

【６６％】

5%
3%

8%
4%

43%
53%

50%
58%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな成果あり 成果あり

【４７％】

【５６％】

⑳児童生徒の自己肯定感が高まった

㉑児童生徒のコミュニケーション能力が高まった

N=341

N=53

N=341

N=53

【７９％】

【７７％】

【５８％】

【６２％】

5%
5%
11%

4%

45%
52%

67%
66%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
N=53

N=132

N=341

N=602
【５０％】

【５７％】

【７７％】

【７０％】

N=603

N=132

N=603

N=132

㉒上級生が下級生の手本となろうとする意識が高まった。

14%
17%

23%
25%

54%
62%

67%
60%

1～3年
4～6年

7～9年
10年以上

【６８％】

【７９％】

㉓下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった

N=341

N=132 【９０％】
【８５％】

12%
16%

20%
21%

53%
59%

70%
62%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
N=53

N=132

N=341

N=602 【６５％】

【７４％】

【９１％】

【８３％】

N=602

N=53

㉔特別な支援を要する児童生徒へのきめ細やかな指導が充実した

10%
13%
17%
17%

60%
66%

66%
62%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
N=53

N=132

N=341

N=600 【７０％】

【８０％】

【８３％】

【７９％】

■大きな成果あり ■成果あり



㉖教員の生徒指導力の向上につながった

5%
3%

8%
6%

57%
66%

72%
77%

1～3年
4～6年

7～9年
10年以上

【６２％】

【６９％】

㉗教員の教科指導力の向上につながった

N=603

N=53

【８０％】

【８３％】

6%
6%
9%
8%

59%
72%

76%
70%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【６５％】
【７８％】

【８５％】

【７７％】

N=341

N=131

N=603

N=340

N=131

N=53

8%
9%
14%

11%

64%
74%

75%
74%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【７２％】

【８３％】

㉕教員の指導方法の改善意欲が高まった

N=132

N=53

【８９％】

【８５％】

N=603

N=341

■大きな成果あり ■成果あり

㉙小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった

13%
19%

23%
13%

63%
69%

70%
75%

1～3年
4～6年

7～9年
10年以上

【７６％】

【８８％】

㉚小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった

N=337

【９４％】

【８９％】

16%
22%

28%
25%

69%
70%

68%
64%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【８５％】

【９２％】

【９６％】

【８９％】

N=132

N=53

N=603

N=341

N=132

N=53

N=601

5%
6%
8%
6%

48%
57%

67%
70%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【５３％】

【６３％】

㉘養護教諭、栄養教諭、学校事務職員などの資質能力が向上した

N=132

N=53

【７５％】

【７５％】

N=341

N=601

■大きな成果あり ■成果あり



㉜小・中学校共通で実践する取組が増えた

15%
23%

28%
34%

62%
56%

58%
49%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【７７％】

【７９％】

㉝小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった

N=603

【８６％】

【８３％】

6%
9%
15%

23%

51%
65%

68%
53%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【５７％】
【７４％】

【８３％】

【７５％】

N=341

N=132

N=53

N=602

N=341

N=132

N=53

17%
24%

30%
21%

63%
66%

60%
66%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【８０％】

【９０％】

㉛小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる意識が高まった

【９０％】

【８７％】

N=603

N=341

N=132

N=53

■大きな成果あり ■成果あり

㉟教職員の仕事に対する満足度が高まった

3%
2%
3%
2%

31%
36%

52%
51%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【３４％】

【３７％】

㊱保護者の学校への満足度が高まった

N=340
【５５％】

【５３％】

3%
3%
7%
8%

44%
52%

64%
53%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【４８％】

【５６％】

【７０％】

【６０％】

N=132

N=603

N=53

N=603

N=341

N=132

N=53

8%
12%

20%
26%

63%
74%

70%
57%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【７１％】

【７４％】

㉞小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった

【９０％】

【８３％】

N=603

N=341

N=132

N=53

■大きな成果あり ■成果あり



㊳地域との協働関係が強化された

6%
12%
13%
15%

51%
54%

59%
64%

1～3年

4～6年
7～9年

10年以上

【５７％】

【６６％】

㊴同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消につながった

N=603

【７２％】

【７９％】

7%
14%

10%
9%

54%
62%
70%

67%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【６１％】

【７５％】

【７９％】

【７６％】

N=341

N=453

N=237

N=73

N=33

N=53

N=132

4%
5%
10%
13%

43%
48%

57%
55%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【４７％】

【５３％】

㊲保護者との協働関係が強化された

【６７％】

【６８％】

N=603

N=341

N=132

N=53

■大きな成果あり ■成果あり

㊶学校独自の新教科や領域の指示が充実した

4%
3%
6%
4%

18%
23%

26%
33%

1～3年
4～6年
7～9年

10年以上

【２２％】
【２６％】

N=582

N=51

【３１％】

【３７％】

N=327

N=127

11%
20%

23%
21%

51%
53%

58%
64%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【６２％】

【７２％】

㊵異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が深まった

N=132
【８１％】

【８５％】

N=602

N=341

N=53

■大きな成果あり ■成果あり



Ⅱ 小学校における教科担任制実施状況 × 小中一貫教育の成果

（～P97）

小学校における教科担任制実施状況 × 小中一貫教育の成果

総合評価

36%

12%

7%

60%

80%

76%

全教科・ほとんどの教科で実施

一部の教科で実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【９６％】

【９２％】

N=25

N=539

N=566

【８３％】



4%

1%

48%

36%

実施

未実施

【５２％】

【３７％】

①全国学力・学習状況調査の結果が向上した

3%

1%

47%

32%

実施

未実施

【５０％】

【３３％】

2%

1%

41%

24%

実施

未実施
大きな成果あり 成果あり

【４３％】

【２５％】

②都道府県又は市町村独自の学力調査の結果が向上した

③民間の標準学力検査の結果が向上した

N=588

N=538

N=561

N=484

N=497

N=449

6%

3%

63%

50%

実施

未実施

【６９％】

【５４％】

5%

3%

56%

45%

実施

未実施

【６１％】

【４８％】

2%

2%

34%

24%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【３６％】

【２６％】

④学習習慣の定着が進んだ

⑥全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果が向上した

⑤生活リズムが改善した

N=591

N=538

N=590

N=539

N=585

N=534



5%

2%

60%

44%

実施

未実施

【６５％】

【４６％】

3%

2%

54%

36%

実施

未実施

【５７％】

【３８％】

⑧勉強が好きと答える児童生徒が増えた

⑦授業が理解できると答える児童生徒が増えた

5%

2%

65%

47%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【６９％】

【５０％】

⑨学習意欲が向上した

N=591

N=539

N=591

N=538

N=589

N=538

33%

21%

61%

65%

実施

未実施

【９４％】

【８６％】

10%

5%

64%

56%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【７４％】

【６１％】

⑪中学校への進学に不安を覚える児童が減少した

⑫児童生徒の学校生活への満足度が高まった

2%

2%

55%

34%

実施

未実施

【５７％】

【３６％】

⑩学習に悩みを抱える児童生徒が減少した

N=591

N=537

N=591

N=538

N=590

N=539



28%

15%

64%

69%

実施

未実施

【９３％】

【８４％】

7%

5%

57%

45%

実施

未実施

【６４％】

【５０％】

⑭ いじめが原因である問題等が減少した

⑬ いわゆる「中１ギャップ」が緩和された

7%

5%

57%

45%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【６４％】

【５０％】

⑮不登校が減少した

N=591

N=539

N=591

N=536

N=591

N=538

14%

7%

52%

39%

実施

未実施

【６６％】

【４７％】

13%

6%

65%

60%

実施

未実施

【７９％】

【６６％】

⑰学習規律・生活規律の定着が進んだ

⑯暴力行為の発生件数が減少した

13%

6%

61%

49%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【７４％】

【５６％】

⑱児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた）

N=588

N=536

N=591

N=538

N=591

N=539



14%

6%

57%

51%

実施

未実施

【７１％】

【５７％】

8%

4%

57%

44%

実施

未実施

【６４％】

【４８％】

⑳児童生徒の自己肯定感が高まった

⑲児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた

6%

2%

54%

41%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【６０％】

【４３％】

㉑ 児童生徒のコミュニケーション能力が高まった

N=591

N=539

N=591

N=538

N=591

N=539

21%

12%

60%

56%

実施

未実施

【８１％】

【６８％】

18%

10%

61%

53%

実施

未実施

【８０％】

【６３％】

㉓下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった

㉒上級生が下級生の手本となろうとする意識が高まった

12%

7%

66%

58%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【７８％】

【６５％】

㉔予防的生徒指導等の取組が充実した

N=591

N=538

N=591

N=538

N=590

N=538



14%

10%

65%

60%

実施

未実施

【７８％】

【７１％】

13%

6%

72%

66%

実施

未実施

【８４％】

【７１％】

㉖教員の指導方法の改善意欲が高まった

㉕ 特別な支援を要する児童生徒へのきめ細かな指導が充実した

6%

4%

69%

55%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【７５％】

【５８％】

㉗教員の生徒指導力の向上につながった

N=591

N=538

N=591

N=538

N=591

N=537

8%

4%

71%

59%

実施

未実施

【７９％】

【６３％】

8%

3%

60%

47%

実施

未実施

【６８％】

【５０％】

㉙ 養護教諭、栄養教諭、学校事務職員などの資質能力が向上した

㉘ 教員の教科指導力の向上につながった

20%

11%

68%

65%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【８８％】

【７６％】

㉚ 小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった

N=591

N=537

N=590

N=538

N=587

N=537



24%

15%

67%

71%

実施

未実施

【９１％】

【８６％】

27%

14%

61%

67%

実施

未実施

【８８％】

【８１％】

㉜ 小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる意識が高まった

㉛ 小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった

26%

14%

59%

59%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【８４％】

【７３％】

㉝ 小・中学校共通で実践する取組が増えた

N=591

N=539

N=591

N=539

N=591

N=539

13%

5%

60%

53%

実施

未実施

【７３％】

【５８％】

16%

6%

70%

63%

実施

未実施

【８５％】

【７０％】

㉟ 小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった

㉞ 小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった

4%

1%

44%

27%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【４８％】

【２８％】

㊱ 教職員の仕事に対する満足度が高まった

N=590

N=539

N=591

N=539

N=591

N=538



5%

3%

57%

41%

実施

未実施

【６１％】

【４４％】

7%

3%

52%

41%

実施

未実施

【５９％】

【４５％】

㊳保護者との協働関係が強化された

㊲保護者の学校への満足度が高まった

11%

7%

58%

48%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【６９％】

【５５％】

㊴地域との協働関係が強化された

N=591

N=539

N=591

N=539

N=591

N=539

21%

10%

55%

51%

実施

未実施

【７６％】

【６１％】

5%

2%

25%

16%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【３１％】

【１９％】

㊶ 異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が深まった

㊷ 学校独自の新教科や領域の指導が充実した

13%

6%

61%

56%

実施

未実施

【７４％】

【６２％】

㊵ 同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消につながった

N=388

N=409

N=590

N=539

N=565

N=523



4%

1%

31%

19%

実施

未実施

【３５％】

【２０％】

㊸ 校務分掌等、学校運営の効率化につながった

N=588

N=539

Ⅲ 小中教員の乗り入れ授業実施状況 × 小中一貫教育の成果

（～P105）



14%

3%

76%

80%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【９１％】

【８３％】

N=686

N=444

総合評価

小中教員の乗り入れ授業実施状況 × 小中一貫教育の成果

4%

1%

51%

30%

実施

未実施

【５５％】

【３１％】

①全国学力・学習状況調査の結果が向上した

3%

1%

47%

29%

実施

未実施

【５０％】

【３０％】

2%

1%未満

41%

20%

実施

未実施
大きな成果あり 成果あり

【４１％】

【２０％】

②都道府県又は市町村独自の学力調査の結果が向上した

③民間の標準学力検査の結果が向上した

N=681

N=444

N=616

N=428

N=579

N=366



6%

2%

61%

50%

実施

未実施

【６７％】

【５２％】

5%

2%

56%

43%

実施

未実施

【６１％】

【４６％】

3%
1%未満

36%

19%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【３８％】

【２０％】

④学習習慣の定着が進んだ

⑥全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果が向上した

⑤生活リズムが改善した

N=685

N=４４３

N=684

N=444

N=676

N=442

5%

1%

59%

42%

実施

未実施

【６４％】

【４３％】

4%

１%未満

52%

35%

実施

未実施

【５６％】

【３５％】

⑧勉強が好きと答える児童生徒が増えた

⑦授業が理解できると答える児童生徒が増えた

5%

1%

63%

45%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【６８％】

【４６％】

⑨学習意欲が向上した

N=685

N=444

N=684

N=444

N=685

N=441



34%

16%

59%

68%

実施

未実施

【９４％】

【８４％】

11%

3%

64%

55%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【７４％】

【５８％】

⑪中学校への進学に不安を覚える児童が減少した

⑫児童生徒の学校生活への満足度が高まった

3%

1%未満

52%

34%

実施

未実施

【５５％】

【３５％】

⑩学習に悩みを抱える児童生徒が減少した

N=684

N=443

N=684

N=444

N=684

N=444

29%

11%

64%

71%

実施

未実施

【９３％】

【８２％】

7%

4%

57%

43%

実施

未実施

【６４％】

【４７％】

⑭ いじめが原因である問題等が減少した

⑬ いわゆる「中１ギャップ」が緩和された

11%

3%

49%

41%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【６０％】

【４４％】

⑮不登校が減少した

N=685

N=444

N=687

N=443

N=684

N=444



14%

5%

51%

39%

実施

未実施

【６５％】

【４４％】

13%

4%

64%

60%

実施

未実施

【７８％】

【６４％】

⑰学習規律・生活規律の定着が進んだ

⑯暴力行為の発生件数が減少した

13%

5%

59%

49%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【７２％】

【５４％】

⑱児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた）

N=680

N=443

N=684

N=444

N=685

N=444

13%

5%

60%

46%

実施

未実施

【７３％】

【５１％】

7%

4%

57%

41%

実施

未実施

【６４％】

【４４％】

⑳児童生徒の自己肯定感が高まった

⑲児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた

6%

2%

53%

38%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【６０％】

【４０％】

㉑ 児童生徒のコミュニケーション能力が高まった

N=685

N=444

N=684

N=444

N=685

N=444



22%

8%

58%

58%

実施

未実施

【８０％】

【６６％】

19%

7%

58%

56%

実施

未実施

【７７％】

【６３％】

㉓下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった

㉒上級生が下級生の手本となろうとする意識が高まった

11%

7%

65%

57%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【７６％】

【６４％】

㉔予防的生徒指導等の取組が充実した

N=684

N=444

N=684

N=444

N=683

N=444

14%

9%

64%

61%

実施

未実施

【７７％】

【７０％】

12%

5%

69%

68%

実施

未実施

【８１％】

【７３％】

㉖教員の指導方法の改善意欲が高まった

㉕ 特別な支援を要する児童生徒へのきめ細かな指導が充実した

6%

2%

66%

56%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【７３％】

【５９％】

㉗教員の生徒指導力の向上につながった

N=682

N=444

N=685

N=444

N=685

N=443



8%

3%

69%

60%

実施

未実施

【７７％】

【６３％】

8%

2%

59%

45%

実施

未実施

【６７％】

【４８％】

㉙ 養護教諭、栄養教諭、学校事務職員などの資質能力が向上した

㉘ 教員の教科指導力の向上につながった

19%

11%

68%

64%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【８７％】

【７５％】

㉚ 小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった

N=685

N=442

N=683

N=444

N=681

N=442

24%

14%

68%

71%

実施

未実施

【９２％】

【８４％】

27%

10%

62%

66%

実施

未実施

【８９％】

【７７％】

㉜ 小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる意識が高まった

㉛ 小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった

26%

10%

59%

58%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【８６％】

【６９％】

㉝ 小・中学校共通で実践する取組が増えた

N=685

N=444

N=685

N=444

N=685

N=444



11%

5%

60%

53%

実施

未実施

【７１％】

【５９％】

14%

7%

67%

66%

実施

未実施

【８２％】

【７２％】

㉟ 小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった

㉞ 小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった

3%

2%

43%

24%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【４７％】

【２６％】

㊱ 教職員の仕事に対する満足度が高まった

N=684

N=444

N=685

N=444

N=685

N=443

5%

2%

58%

36%

実施

未実施

【６３％】

【３９％】

7%

3%

54%

36%

実施

未実施

【６１％】

【３９％】

㊳保護者との協働関係が強化された

㊲保護者の学校への満足度が高まった

12%

5%

60%

44%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【７１％】

【４８％】

㊴地域との協働関係が強化された

N=685

N=444

N=685

N=444

N=685

N=444



21%

8%

56%

48%

実施

未実施

【７７％】

【５６％】

6%

1%

26%

14%

実施

未実施

大きな成果あり 成果あり

【３２％】

【１５％】

㊶ 異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が深まった

㊷ 学校独自の新教科や領域の指導が充実した

13%

4%

55%

62%

実施

未実施

【６８％】

【６７％】

㊵ 同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消につながった

N=440

N=356

N=684

N=444

N=650

N=437

3%

2%

32%

15%

実施

未実施

【３５％】

【１７％】

㊸ 校務分掌等、学校運営の効率化につながった

N=682

N=444



Ⅳ 校長の体制 × 小中一貫教育の成果 （～P113）

校長の体制 × 小中一貫教育の成果

総合評価

25%

14%

7%

72%

72%

79%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな成果あり 成果あり

N=131

N=115

N=884

【９７％】

【８６％】

【８６％】



3%
5%
2%

63%
42%

39%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【６７％】

【４８％】

①全国学力・学習状況調査の結果が向上した

5%
4%
1%

58%
44%

37%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【６３％】

【４９％】

3%

3%

1%

56%

35%

29%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな成果あり 成果あり

【５８％】

【３８％】

②都道府県又は市町村独自の学力調査の結果が向上した

③民間の標準学力検査の結果が向上した

【３８％】

【４１％】

【３０％】

N=126

N=106

N=117

N=113

N=723

N=806

N=883

N=115

N=128

6%
6%
4%

64%
50%

49%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【７０％】

【５６％】

3%
1%
2%

39%
35%

27%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな成果あり 成果あり

【４２％】

【３６％】

⑥全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果が向上した

⑤生活リズムが改善した

【５３％】

【２９％】

④学習習慣の定着が進んだ

5%
9%

4%

67%
61%

55%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【７３％】

【７０％】

【５９％】

N=115

N=883

N=883

N=131

N=113

N=877

N=115

N=129

N=131



8%
8%

2%

71%
51%

50%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【７９％】

【５９％】

【５２％】

4%

7%

2%

67%

50%

41%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【７１％】

【５７％】

⑦授業が理解できると答える児童生徒が増えた

⑧勉強が好きと答える児童生徒が増えた

【４３％】

7%

6%

3%

74%

59%

53%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな成果あり 成果あり

【８１％】

【６５％】

【５６％】

⑨学習意欲が向上した

N=131

N=115

N=884

N=131

N=115

N=883

N=131

N=115

N=881

3%
4%
1%

60%
48%

42%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【６３％】

【５３％】

⑩学習に悩みを抱える児童生徒が減少した

【４４％】

⑪中学校への進学に不安を覚える児童が減少した

45%
36%

23%

51%
53%

66%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【９６％】

【８９％】

【８９％】

17%
14%

5%

68%
53%

60%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな成果あり 成果あり

【８５％】

【６７％】

【６５％】

⑫児童生徒の学校生活への満足度が高まった

N=131

N=883

N=131

N=115

N=131

N=115

N=114

N=883

N=883



43%

30%

18%

53%

60%

69%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【９５％】

【９０％】

10%

10%

5%

69%

48%

49%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【７９％】

【５８％】

⑬いわゆる「中１ギャップ」が緩和された

⑭いじめの問題等が減少した

【８７％】

【５４％】

15%

14%

6%

55%

43%

45%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな成果あり 成果あり

【７０％】

【５７％】

【５１％】

⑮不登校が減少した

N=131

N=115

N=884

N=131

N=115

N=881

N=131

N=115

N=883

27%
16%

8%

50%
45%

45%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【７８％】

【６１％】

⑯暴力行為の発生件数が減少した

【５３％】

18%
14%
8%

64%
57%

63%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【８２％】

【７０％】

【７１％】

⑰学習規律・生活規律の定着が進んだ

17%
16%

8%

66%

49%
55%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな成果あり 成果あり

【８２％】

【６４％】

【６３％】

⑱児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた）

N=129

N=131

N=884

N=131

N=115

N=115

N=115

N=880

N=883



32%
11%
6%

55%
50%

55%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【８７％】

【６２％】

⑲児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた

【６１％】

12%
9%

5%

64%
44%

49%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【７６％】

【５３％】

【５４％】

⑳児童生徒の自己肯定感が高まった

11%
10%
3%

59%

45%
46%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな成果あり 成果あり

【６９％】

【５５％】

【４９％】

㉑児童生徒のコミュニケーション能力が高まった

N=131

N=115

N=88４

N=115

N=131

N=131

N=883

N=115

N=884

43%
23%

12%

53%
54%

59%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【９６％】

【７７％】

㉒上級生が下級生の手本となろうとする意識が高まった

【７１％】

39%
18%

10%

51%
58%

58%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【９０％】

【７７％】

【６８％】

㉓下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった

N=131

N=115

N=883

N=131

N=115

N=883

15%
12%
9%

66%
61%

61%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【８１％】

【７３％】

【７０％】

㉔予防的生徒指導等の取組が充実した

N=131

N=115

N=882

■大きな成果あり ■成果あり



10%
7%
4%

69%
61%

61%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【７９％】

【６８％】

㉖教員の生徒指導力の向上につながった

【６５％】

14%
12%

4%

68%
63%

65%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【８２％】

【７５％】

【６９％】

㉗教員の教科指導力の向上につながった

N=131

N=883

N=115

N=131

N=115

N=882

19%

13%

7%

70%

68%

69%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【８９％】

【８１％】

【７６％】

㉕教員の指導方法の改善意欲が高まった

N=131

N=115

N=884

■大きな成果あり ■成果あり

34%
25%

17%

60%
68%

71%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【９５％】

【９３％】

㉙小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった

29%
22%

13%

63%
67%

67%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【９２％】

【８９％】

㉚小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった

【８０％】

【８７％】

N=131

N=115

N=131

N=878

N=115

N=884

9%

18%

4%

68%

57%
51%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【７８％】

【７５％】

【５５％】

㉘養護教諭、栄養教諭、学校事務職員などの資質能力が向上した

N=130

N=115

N=883

■大きな成果あり ■成果あり



21%

10%

7%

65%

62%

55%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【８５％】

【７２％】

㉜小・中学校共通で実践する取組が増えた

38%
29%

16%

56%
58%

60%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【９５％】

【８７％】

【７６％】

㉝小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった

【６２％】

N=115

N=884

N=130

N=115

N=884

N=131

43%

27%

16%

55%

63%

65%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【９８％】

【９０％】

㉛小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる意識が高まった

【８２％】

N=131

N=115

N=884

■大きな成果あり ■成果あり

8%

9%

3%

71%

48%

46%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【７９％】

【５７％】

㉟教職員の仕事に対する満足度が高まった

7%
7%

1%

60%
37%

32%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【６６％】

【４３％】

【３４％】

㊱保護者の学校への満足度が高まった

【４９％】

N=131

N=115

N=883

N=131

N=115

N=884

27%

20%

8%

64%

62%

68%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【９１％】

【８２％】

㉞小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった

【７５％】

N=131

N=115

N=884

■大きな成果あり ■成果あり



33%

31%

11%

53%

49%

53%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【８６％】

【８０％】

㊳地域との協働関係が強化された

19%
10%
7%

64%
54%

52%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【８３％】

【６３％】

【５９％】

㊴異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が深まった

【６５％】

N=131

N=884

N=115

N=131

N=115

N=883

13%

6%

4%

65%

46%

44%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【７８％】

【５２％】

㊲保護者との協働関係が強化された

【４８％】

N=131

N=115

N=884

■大きな成果あり ■成果あり

15%

4%

1%

60%

34%

19%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな成果あり 成果あり

【７５％】

【３８％】

㊶校務分掌等、学校運営の効率化につながった

【２０％】

N=129

N=151

N=883

12%

12%

2%

43%

23%

18%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【５５％】

【３５％】

㊵学校独自の新教科や領域の指導が充実した

【１９％】

N=122

N=113

N=853



Ⅴ 学年段階の区切り × 小中一貫教育の成果 （～P121）

学年段階の区切り × 小中一貫教育の成果

総合評価

7%

18%

80%

72%

6-3

6-3以外

大きな成果あり 成果あり

【８６％】

【９０％】

N=810

N=320



1%

7%

38%

52%

6-3

6-3以外

【３９％】

【５９％】

①全国学力・学習状況調査の結果が向上した

1%

5%

35%

53%

6-3

6-3以外

【３６％】

【５８％】

1%

4%

27%

47%

6-3

6-3以外
大きな成果あり 成果あり

【２８％】

【５０％】

②都道府県又は市町村独自の学力調査の結果が向上した

③民間の標準学力検査の結果が向上した

N=809

N=317

N=742

N=303

N=668

N=278

4%

7%

55%

63%

6-3

6-3以外

【５８％】

【７０％】

3%

6%

48%

58%

6-3

6-3以外

【５１％】

【６４％】

1%

2%

26%

39%

6-3

6-3以外

大きな成果あり 成果あり

【２７％】

【４１％】

④学習習慣の定着が進んだ

⑥全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果が向上した

⑤生活リズムが改善した

N=809

N=320

N=809

N=320

N=803

N=316



2%

7%

49%

62%

6-3

6-3以外

【５１％】

【６８％】

1%

5%

40%

58%

6-3

6-3以外

【４２％】

【６４％】

⑧勉強が好きと答える児童生徒が増えた

⑦授業が理解できると答える児童生徒が増えた

2%

6%

52%

68%

6-3

6-3以外

大きな成果あり 成果あり

【５４％】

【７４％】

⑨学習意欲が向上した

N=810

N=320

N=809

N=320

N=807

N=320

23%

38%

66%

54%

6-3

6-3以外

【８９％】

【９３％】

6%

12%

58%

65%

6-3

6-3以外

大きな成果あり 成果あり

【６４％】

【７７％】

⑪中学校への進学に不安を覚える児童が減少した

⑫児童生徒の学校生活への満足度が高まった

1%

3%

40%

57%

6-3

6-3以外

【４１％】

【６１％】

⑩学習に悩みを抱える児童生徒が減少した

N=808

N=320

N=809

N=320

N=810

N=319



17%

34%

70%

57%

6-3

6-3以外

【８８％】

【９０％】

5%

9%

48%

59%

6-3

6-3以外

【５３％】

【６８％】

⑭いじめの問題等が減少した

⑬いわゆる「中１ギャップ」が緩和された

5%

15%

43%

52%

6-3

6-3以外

大きな成果あり 成果あり

【４９％】

【６６％】

⑮不登校が減少した

N=810

N=320

N=807

N=320

N=809

N=320

9%

16%

44%

52%

6-3

6-3以外

【５２％】

【６８％】

8%

15%

63%

63%

6-3

6-3以外

【７０％】

【７７％】

⑰学習規律・生活規律の定着が進んだ

⑯暴力行為の発生件数が減少した

8%

14%

54%

59%

6-3

6-3以外

大きな成果あり 成果あり

【６２％】

【７４％】

⑱児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた）

N=806

N=318

N=809

N=320

N=810

N=320



7%

17%

53%

59%

6-3

6-3以外

【６０％】

【７６％】

4%

11%

48%

58%

6-3

6-3以外

【５２％】

【６９％】

⑳児童生徒の自己肯定感が高まった

⑲児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた

3%

8%

45%

55%

6-3

6-3以外

大きな成果あり 成果あり

【４７％】

【６３％】

㉑児童生徒のコミュニケーション能力が高まった

N=810

N=320

N=809

N=320

N=810

N=320

13%

25%

57%

59%

6-3

6-3以外

【７１％】

【８５％】

10%

25%

57%

58%

6-3

6-3以外

【６７％】

【８４％】

㉓下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった

㉒上級生が下級生の手本となろうとする意識が高まった

N=809

N=320

N=809

N=320

㉔予防的生徒指導等の取組が充実した

■大きな成果あり ■成果あり

9%

12%

61%

65%

6-3

6-3以外

【６９％】

【７７％】

N=809

N=319



3%

9%

61%

66%

6-3

6-3以外

【６４％】

【７５％】

4%

11%

64%

67%

6-3

6-3以外

【６９％】

【７８％】

㉗教員の教科指導力の向上につながった

㉖教員の生徒指導力の向上につながった

N=809

N=320

N=808

N=320

7%

16%

70%

67%

6-3

6-3以外

【７６％】

【８３％】

㉕教員の指導方法の改善意欲が高まった

N=810

N=320

■大きな成果あり ■成果あり

13%

23%

67%

64%

6-3

6-3以外

【８１％】

【８７％】

16%

28%

71%

64%

6-3

6-3以外

【８８％】

【９２％】

㉚小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった

㉙小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった

N=804

N=320

N=810

N=320

3%

12%

51%

60%

6-3

6-3以外

【５５％】

【７３％】

㉘養護教諭、栄養教諭、学校事務職員などの資質能力が向上した

N=808

N=320

■大きな成果あり ■成果あり



15%

32%

60%

57%

6-3

6-3以外

【７５％】

【８８％】

7%

14%

55%

62%

6-3

6-3以外

【６２％】

【７６％】

㉝小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった

㉜小・中学校共通で実践する取組が増えた

N=810

N=320

N=809

N=320

16%

32%

66%

58%

6-3

6-3以外

【８２％】

【８９％】

㉛小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる意識が高まった

N=810

N=320

■大きな成果あり ■成果あり

1%

6%

31%

47%

6-3

6-3以外

【３３％】

【５３％】

3%

7%

44%

63%

6-3

6-3以外

【４７％】

【７０％】

㊱保護者の学校への満足度が高まった

㉟教職員の仕事に対する満足度が高まった

N=809

N=320

N=810

N=320

8%

20%

67%

66%

6-3

6-3以外

【７５％】

【８６％】

㉞小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった

N=810

N=320

■大きな成果あり ■成果あり



8%

12%

51%

60%

6-3

6-3以外

【５８％】

【７２％】

11%

29%

53%

53%

6-3

6-3以外

【６４％】

【８２％】

㊴異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が深まった

㊳地域との協働関係が強化された

N=810

N=320

N=809

N=320

5%

7%

42%

59%

6-3

6-3

【４７％】

【６６％】

㊲保護者との協働関係が強化された

N=810

N=320

■大きな成果あり ■成果あり

2%

6%

19%

40%

6-3

6-3以外

【２１％】

【４５％】

㊶校務分掌等、学校運営の効率化につながった

N=808

N=319

2%

10%

17%

32%

6-3

6-3以外

【１９％】

【４２％】

㊵学校独自の新教科や領域の指導が充実した

N=792

N=296

■大きな成果あり ■成果あり



Ⅵ ９年間の一貫した学校教育目標・カリキュラム
× 小中一貫教育の成果

（～P130）

９年間の一貫した学校教育目標・カリキュラム × 小中一貫教育の成果

総合評価

5%

24%

79%

72%

なし

あり

大きな成果あり 成果あり

【８５％】

【９６％】

N=841

N=289



1%

5%

34%

56%

なし

あり

【３５％】

【６１％】

1%

7%

37%

57%

なし

あり

【３８％】

【６４％】

② 都道府県又は市町村独自の学力調査の結果が向上した

① 全国学力・学習状況調査の結果が向上した

1%未満

5%

26%

52%

なし

あり

大きな成果あり 成果あり

【２６％】

【５７％】

③ 民間の標準学力検査の結果が向上した

N=838

N=288

N=773

N=272

N=695

N=251

3%

9%

53%

70%

なし

あり

【５６％】

【７９％】

3%

7%

46%

64%

なし

あり

【４９％】

【７１％】

⑤ 生活リズムが改善した

④ 学習習慣の定着が進んだ

1%

4%

26%

39%

なし

あり

大きな成果あり 成果あり

【２７％】

【４３％】

⑥ 全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果が向上した

N=840

N=289

N=840

N=289

N=833

N=286



2%

9%

48%

64%

なし

あり

【５０％】

【７３％】

1%

6%

40%

62%

なし

あり

【４１％】

【６８％】

⑧ 勉強が好きと答える児童生徒が増えた

⑦ 授業が理解できると答える児童生徒が増えた

2%

9%

52%

69%

なし

あり

大きな成果あり 成果あり

【５４％】

【７８％】

⑨ 学習意欲が向上した

N=841

N=289

N=840

N=289

N=838

N=289

1%

4%

39%

61%

なし

あり

【４１％】

【６５％】

22%

42%

66%

54%

なし

あり

【８８％】

【９６％】

⑪ 中学校への進学に不安を覚える児童が減少した

⑩ 学習に悩みを抱える児童生徒が減少した

5%

15%

58%

67%

なし

あり

大きな成果あり 成果あり

【６３％】

【８３％】

⑫ 児童生徒の学校生活への満足度が高まった

N=840

N=288

N=840

N=288

N=841

N=288



17%

37%

70%

57%

なし

あり

【８７％】

【９３％】

4%

12%

48%

61%

なし

あり

【５２％】

【７３％】

⑭ いじめの問題等が減少した

⑬ いわゆる「中１ギャップ」が緩和された

5%

16%

45%

49%

なし

あり

大きな成果あり 成果あり

【５０％】

【６５％】

⑮ 不登校が減少した

N=841

N=289

N=838

N=289

N=840

N=289

8%

18%

43%

55%

なし

あり

【５１％】

【７３％】

8%

15%

60%

69%

なし

あり

【６８％】

【８４％】

⑰ 学習規律・生活規律の定着が進んだ

⑯ 暴力行為の発生件数が減少した

7%

18%

54%

61%

なし

あり

大きな成果あり 成果あり

【６０％】

【７９％】

⑱ 児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた）

N=836

N=288

N=840

N=289

N=841

N=289



7%

19%

52%

61%

なし

あり

【５９％】

【８０％】

4%

11%

47%

63%

なし

あり

【５０％】

【７４％】

⑳ 児童生徒の自己肯定感が高まった

⑲ 児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた

2%

10%

44%

58%

なし

あり

大きな成果あり 成果あり

【４６％】

【６８％】

㉑ 児童生徒のコミュニケーション能力が高まった

N=841

N=289

N=840

N=289

N=841

N=289

13%

26%

57%

62%

なし

あり

【７０％】

【８８％】

10%

26%

57%

60%

なし

あり

【６７％】

【８６％】

㉓ 下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった

㉒ 上級生が下級生の手本になろうとする意識が高まった

N=840

N=289

N=840

N=289

8%

15%

61%

65%

なし

あり

【６９％】

【７９％】

㉔ 予防的生徒指導等の取組が充実した

N=839

N=289
■大きな成果あり ■成果あり



3%

10%

60%

69%

なし

あり

【６３％】

【８０％】

㉗ 教員の生徒指導力の向上につながった

N=840

N=289

6%

18%

67%

73%

なし

あり

【７３％】

【９２％】

㉖ 教員の指導方法の改善意欲が高まった

N=841

N=289

11%

17%

61%

66%

なし

あり

【７２％】

【８３％】

㉕ 特別な支援を要する児童生徒へのきめ細やかな指導が充実した

N=838

N=289

■大きな成果あり ■成果あり

12%

26%

66%

67%

なし

あり

【７９％】

【９３％】

㉚ 小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった

N=835

N=289

3%

15%

63%

71%

なし

あり

【６７％】

【８５％】

㉘ 教員の教科指導力の向上につながった

3%

12%

52%

61%

なし

あり

【５５％】

【７３％】

㉙ 養護教諭、栄養教諭、学校事務職員などの資質能力が向上した

N=839

N=289

N=839

N=289

■大きな成果あり ■成果あり



15%

34%

59%

58%

なし

あり

【７５％】

【９２％】

㉝ 小・中学校共通で実践する取組が増えた

N=841

N=289

17%

27%

69%

69%

なし

あり

【８６％】

【９６％】

㉛ 小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった

16%

33%

65%

60%

なし

あり

【８１％】

【９３％】

㉜ 小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる意識が高まった

N=841

N=289

N=841

N=289

■大きな成果あり ■成果あり

2%

5%

32%

48%

なし

あり

【３３％】

【５３％】

㊱ 教職員の仕事に対する満足度が高まった

N=840

N=289

7%

16%

54%

65%

なし

あり

【６１％】

【８１％】

㉞ 小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった

7%

23%

66%

70%

なし

あり

【７３％】

【９２％】

㉟ 小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった

N=840

N=289

N=841

N=289

■大きな成果あり ■成果あり



6%

16%

50%

64%

なし

あり

【５６％】

【８０％】

㊴ 地域との協働関係が強化された

N=841

N=289

2%

9%

44%

63%

なし

あり

【４７％】

【７２％】

㊲ 保護者の学校への満足度が高まった

3%

11%

43%

59%

なし

あり

【４６％】

【７０％】

㊳ 保護者との協働関係が強化された

N=841

N=289

N=841

N=289

■大きな成果あり ■成果あり

11%

30%

53%

54%

なし

あり

【６３％】

【８４％】

㊶ 異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が深まった

1%

11%

17%

34%

なし

あり

大きな成果あり 成果あり

【１８％】

【４６％】

㊷ 学校独自の新教科や領域の指導が充実した

N=840

N=289

N=818

N=270

7%

18%

57%

65%

なし

あり

【６４％】

【８２％】

㊵ 同一中学校区内の小学校感の取組の差の解消につながった

N=633

N=164



2%

6%

20%

40%

なし

あり

【２１％】

【４７％】

㊸ 校務分掌等、学校運営の効率化につながった

N=839

N=288
■大きな成果あり ■成果あり

Ⅶ 施設形態 × 小中一貫教育の成果 （～P138）



施設形態 × 小中一貫教育の成果

総合評価

26%

14%

7%

72%

76%

79%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

N=148

N=59

N=882

【９７％】

【８６％】

【９０％】

4%
5%

2%

62%
32%
39%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【６６％】

【３８％】

①全国学力・学習状況調査の結果が向上した

5%
3%
2%

59%
36%

37%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【６３％】

【４０％】

4%

2%

1%

53%

29%

29%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【５６％】

【３１％】

②都道府県又は市町村独自の学力調査の結果が向上した

③民間の標準学力検査の結果が向上した

【３８％】

【４１％】

【３０％】

N=141

N=55

N=133

N=56

N=721

N=808

N=882

N=58

N=145



7%
8%

3%

59%
58%

49%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【６７％】

【６６％】

4%
0%
1%

40%
40%

27%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【４５％】

【４０％】

⑥全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果が向上した

⑤生活リズムが改善した

【５２％】

【２９％】

④学習習慣の定着が進んだ

7%
7%

4%

68%
59%

55%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【７５％】

【６６％】

【５９％】

N=59

N=881

N=881

N=148

N=58

N=875

N=59

N=146

N=148

8%
3%
3%

72%
61%

49%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【８０％】

【６４％】

【５２％】

4%

3%

2%

67%

51%

41%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【７１％】

【５４％】

⑦授業が理解できると答える児童生徒が増えた

⑧勉強が好きと答える児童生徒が増えた

【４３％】

7%

3%

3%

74%

61%

53%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【８０％】

【６４％】

【５６％】

⑨学習意欲が向上した

N=148

N=59

N=882

N=148

N=59

N=881

N=148

N=59

N=879



4%
0%
1%

59%
54%

42%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【６４％】

【５４％】

⑩学習に悩みを抱える児童生徒が減少した

【４４％】

⑪中学校への進学に不安を覚える児童が減少した

41%
34%

25%

53%
56%

65%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【９５％】

【９０％】

【９０％】

16%
12%

6%

65%
58%

60%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【８１％】

【６９％】

【６６％】

⑫児童生徒の学校生活への満足度が高まった

N=148

N=881

N=148

N=59

N=148

N=59

N=59

N=881

N=881

40%

34%

18%

55%

56%

69%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【９５％】

【９０％】

11%

5%

5%

67%

54%

49%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【７８％】

【５９％】

⑬いわゆる「中１ギャップ」が緩和された

⑭いじめの問題等が減少した

【８８％】

【５４％】

18%

8%

6%

52%

42%

45%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【７０％】

【５１％】

【５１％】

⑮不登校が減少した

N=148

N=59

N=882

N=147

N=59

N=880

N=148

N=59

N=88１



26%
14%

8%

52%
49%

45%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【７７％】

【６３％】

⑯暴力行為の発生件数が減少した

【５３％】

18%
14%

8%

64%
64%

62%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【８２％】

【７８％】

【７０％】

⑰学習規律・生活規律の定着が進んだ

18%
19%

8%

61%

53%
54%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【８０％】

【７１％】

【６２％】

⑱児童生徒の規範意識が高まった（子供が落ち着いた）

N=145

N=148

N=882

N=148

N=59

N=59

N=59

N=879

N=881

29%
19%

6%

58%
54%

54%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【８７％】

【７３％】

⑲児童生徒に思いやりや助け合いの気持ちが育まれた

【６１％】

12%
7%
5%

64%
63%

48%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【７６％】

【６９％】

【５３％】

⑳児童生徒の自己肯定感が高まった

11%
2%
4%

59%

59%
45%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【７１％】

【６１％】

【４９％】

㉑児童生徒のコミュニケーション能力が高まった

N=148

N=59

N=882

N=59

N=148

N=148

N=881

N=59

N=882



41%
27%

12%

55%
63%

59%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【９５％】

【９０％】

㉒上級生が下級生の手本となろうとする意識が高まった

【７１％】

38%
20%

10%

51%
69%

58%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【８９％】

【９０％】

【６８％】

㉓下級生に上級生に対する憧れの気持ちが強まった

20%

15%

7%

72%

68%

68%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【９２％】

【８３％】

【７６％】

㉔教員の指導方法の改善意欲が高まった

N=148

N=59

N=881

N=148

N=59

N=881

N=148

N=59

N=882

13%
5%
4%

66%
66%

62%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【７９％】

【７１％】

㉕教員の生徒指導力の向上につながった

【６５％】

14%
10%

5%

71%
61%

65%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【８５％】

【７１％】

【６９％】

㉖教員の教科指導力の向上につながった

11%
3%
5%

66%
66%

51%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【７７％】

【６９％】

【５７％】

㉗養護教諭、栄養教諭、学校事務職員などの資質能力が向上した

N=148

N=881

N=59

N=148

N=59

N=880

N=147

N=59

N=881



32%
27%

17%

61%
58%

72%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【９４％】

【８５％】

㉘小学校教職員の間で基礎学力保障の必要性に対する意識が高まった

26%
17%

14%

64%
69%

67%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【９１％】

【８６％】

39%

24%

17%

56%

66%

65%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【９５％】

【９０％】

㉙小・中学校の教職員間で互いの良さを取り入れる意識が高まった

㉚小・中学校の教職員間で協力して指導にあたる意識が高まった

【８１％】

【８９％】

【８３％】

N=148

N=56

N=148

N=876

N=59

N=882

N=148

N=59

N=882

20%
15%

7%

66%
58%

55%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【８６％】

【７３％】

㉛小・中学校共通で実践する取組が増えた

39%
29%

16%

55%
51%

61%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【９４％】

【８０％】

【７７％】

24%

22%

8%

66%

59%

67%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【９１％】

【８１％】

㉜小・中学校の授業観や評価観の差が縮まった

㉝小・中学校の指導内容の系統性について教職員の理解が深まった

【６２％】

【７６％】

N=59

N=882

N=147

N=59

N=882

N=148

N=148

N=59

N=882



9%

5%

3%

71%

59%

45%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【８０％】

【６４％】

㉞教職員の仕事に対する満足度が高まった

6%
3%
2%

60%
36%

32%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【６６％】

【３９％】

【３４％】

14%

10%

4%

61%

58%

44%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【７６％】

【６８％】

㉟保護者の学校への満足度が高まった

㊱保護者との協働関係が強化された

【４８％】

【４７％】

N=148

N=59

N=881

N=148

N=59

N=882

N=148

N=59

N=882

32%

15%

13%

55%

61%

53%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【８８％】

【７６％】

㊲地域との協働関係が強化された

19%
17%

7%

64%
56%

52%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【８３％】

【７３％】

【５８％】

11%

4%

2%

42%

17%

18%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【５３％】

【２０％】

㊳異校種、異学年、隣接校間の児童生徒の交流が深まった

㊴学校独自の新教科や領域の指導が充実した

【６５％】

【１９％】

N=148

N=882

N=59

N=148

N=59

N=881

N=133

N=54

N=860



12%

2%

1%

55%

27%

20%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな成果あり 成果あり

【６８％】

【２９％】

㊵校務分掌等、学校運営の効率化につながった

【２１％】

N=146

N=59

N=881



クロス分析総表（課題）

Ⅰ 小中一貫教
育の実施経過
年数

Ⅱ 小学校にお
ける教科担任
制実施状況

Ⅲ 小中教員の
乗り入れ授業
実施状況

Ⅳ 校長の体制
Ⅴ 学年段階の
区切り

Ⅵ ９年間の学
校教育目標・
カリキュラム

Ⅶ 施設形態

総合評価 ◎ ○ － ○ ◎ ◎ ◎

9年間の系統性に配慮した指導計画の
作成・教材の開発

○ － ○ ○ ◎ ◎ ◎

小中合同の行事等における発達段階に
応じた内容設定

◎ － ◎ － － － －

施設・スペース（教室、グラウンド等）の
確保及び使用時間調整

◎ － ◎ ◎ ○ － ○

時間割や日課表の工夫 ◎ － ◎ － ◎ － －

チャイムの鳴らし方 － － － － ◎ － －

転出入者への学習指導上・生徒指導上
の対応

－ － － ○ － ◎ ○

児童生徒の人間関係が固定化しないよ
うな配慮

－ － ○ ◎ ○ － ◎

中学校における生徒指導上の問題の小
学生への影響

○ ○ － ◎ ◎ ◎ ◎

小学生高学年のリーダー性・主体性の
育成

－ － － ◎ － － ○

年間行事予定の調整・共通化 ○ － － ○ － － ○

小中の教職員間での打ち合わせ時間の
確保

－ － ○ ◎ － － ◎

小中合同の研修時間の確保 － － ◎ ◎ － ◎ ◎

児童生徒間の交流を図る際の移動手
段・移動時間の確保

○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全
の確保

－ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

学校間の交流を図る際の教職員の移動
手段・移動時間の確保

○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

成果や課題の分析・評価手法の確立 ◎ － ○ ◎ ◎ ◎ ◎

成果・課題の可視化と関係者間での共
有

－ － ○ ◎ ◎ ◎ ◎

教職員の負担感・多忙感の解消 － － － ○ － ○ ◎

小・中学校間での負担の不均衡 ◎ － － ○ － － ◎

教職員間での負担の不均衡 ◎ － ○ ◎ － ○ ◎

所有免許の関係で兼務発令を拡大でき
ないこと

－ － － ◎ － － ◎

兼務発令の趣旨・内容に関する教職員
の理解

－ － ○ ◎ ○ ◎ ◎

小中の管理職間の共通認識の醸成 ◎ ◎ － ◎ ◎ ◎ ◎

小中の教職員間の共通認識の醸成 ◎ ○ － ◎ ○ ◎ ◎

小中が接続する学年又は区切り以外を
担当する教職員の意識向上

－ － － ◎ ○ ○ ◎

小・中学校間のコーディネート機能の充
実

－ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

同一中学校区内の小学校間の取組の
差の解消

◎ － － ◎ ○ － ◎

必要な予算の確保 ◎ － － ○ － － －

小学校費、中学校費の一体的な運用
（費目の一体化等）

◎ － － － － － ◎

都道府県教委の理解・協力・支援の充
実

◎ － － ○ ◎ ○ －

市区町村教委の理解・協力・支援の充
実

◎ － ○ ◎ ◎ ◎ ◎

※１ ◎・○は、Ⅰ～Ⅶの各項目における取組の違いにより、課題の有無に係る回答に有意な差異があったことを示す。
※２ ◎はカイ二乗検定における１％水準、○は５％水準で有意であることを示し、－は有意な差異が見られなかった事を示す。

※３ グレーで塗りつぶしたセルは、Ⅰ～Ⅶの取組を実施している所の方が大きな課題がある又は課題があると応えた割合が大き
いとの結果が得られたものを示す。



Ⅰ 小中一貫教育の実施経過年数 × 小中一貫教育の課題

（～P144）

小中一貫教育の実施経過年数 × 小中一貫教育の課題

総合評価

8%

5%

17%

5%

83%

78%

82%

73%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

大きな課題あり 課題あり

【７９％】

【９９％】

N=603

N=53

【９０％】

【８３％】
N=341

N=132



①９年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発

9%
7%
5%
8%

67%
57%
60%

58%

1～3年
4～6年

7～9年
10年以上

【７６％】

【６４％】

14%
11%
17%

8%

32%
24%

26%
21%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな課題あり 課題あり

【４６％】

【３５％】

②小中合同における発達段階に応じた内容設定

③施設・スペース（教室、グラウンド等）の確保及び使用時間調整

N=603

N=53

N=589

N=132

【６４％】
【６６％】

【４２％】

【２８％】

4%
5%

2%
2%

53%
39%

41%
42%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【５７％】

【４４％】

【４２％】

【４３％】

N=341

N=132

N=602

N=341

N=53

N=132

N=53

N=340

④時間割や日課表の工夫

7%
8%
6%2%

41%
25%

33%
23%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【４８％】

【３２％】

8%
9%

5%
2%

52%
40%
45%

45%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな課題あり 課題あり

【６０％】

【４９％】

⑤中学校における生徒指導上の問題の小学生への影響

⑥年間行事の調整・共通化

N=602

N=53

N=603

N=132

【３９％】

【２５％】

【５１％】

【４７％】

1%
2%
2%
2%

27%
24%
24%

11%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【２９％】

【２６％】

【２６％】
【１３％】

N=341

N=132

N=603

N=340

N=53

N=132

N=53

N=341



⑦児童生徒間交流を図る際の移動手段・移動時間の確保

19%
20%
17%13%

41%
37%

28%
30%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【６０％】

【５６％】

10%
4%

4%
9%

59%
60%
61%

42%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな課題あり 課題あり

【６９％】

【６４％】

⑧学校間の交流を図る際の教職員の移動手段・移動時間の確保

⑨成果や課題の分析・評価手法の確立

N=603

N=53

N=603

N=132

【４５％】

【４３％】

【６４％】

【５１％】

14%
14%

8%
6%

39%
37%

35%
31%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【５３％】

【５１％】

【４３％】

【３７％】

N=341

N=132

N=602

N=341

N=52

N=132

N=53

N=340

⑩小・中学校での負担の不均衡

13%
9%
7%9%

49%
44%

42%
25%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【６２％】

【５３％】

2%
2%

2%
2%

27%
18%

14%
12%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな課題あり 課題あり

【２９％】

【２０％】

⑪教職員間での負担の不均衡

⑫小中の管理職間の共通認識の醸成

N=603

N=53

N=603

N=132

【４９％】

【３４％】

【１７％】

【１３％】

13%
12%

7%
9%

58%
50%

52%
40%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【７１％】

【６２％】

【５９％】

【４９％】

N=341

N=132

N=603

N=341

N=53

N=132

N=52

N=340



⑬小中の教職員間共通認識の醸成

6%
5%
3%4%

58%
39%

37%
32%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【６４％】

【４４％】

14%
13%

9%
15%

51%
41%

36%
32%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな課題あり 課題あり

【６６％】

【５４％】

⑭同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消

⑮必要な予算の確保

N=603

N=53

N=603

N=132

【４０％】

【３６％】

【４５％】

【４７％】

3%
3%

0%
0%

41%
23%
33%

26%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【４４％】
【２６％】

【３３％】

【２６％】

N=341

N=131

N=459

N=240

N=34

N=73

N=53

N=341

⑯小学校費、中学校費の一体的な運用

8%
6%
5%2%

38%
27%

24%
15%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【４６％】

【３３％】

6%
6%
6%

4%

33%
27%

20%
23%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上
大きな課題あり 課題あり

【４０％】

【３３％】

⑰都道府県教委の理解・協力・支援の充実

⑱市区町村教委の理解・協力・支援の充実

N=599

N=53

N=600

N=132

【３０％】

【１７％】

【２６％】

【２６％】

6%
6%
8%

4%

38%
30%

20%
23%

1～3年

4～6年

7～9年

10年以上

【４４％】

【３７％】

【２７％】

【２６％】

N=340

N=131

N=597

N=341

N=53

N=131

N=53

N=341



Ⅱ 小学校における教科担任制実施状況 × 小中一貫教育の課題

（～P147）

小学校における教科担任制実施状況 × 小中一貫教育の課題

総合評価

6%

7%

78%

82%

実施

未実施

大きな課題あり 課題あり

【８４％】

【８９％】

N=591

N=539



19%

19%

36%

40%

実施

未実施

【５５％】

【５９％】

①中学校における生徒指導上の問題の小学生への影響

1%

2%

22%

28%

実施

未実施

【２４％】

【３０％】

11%

13%

28%

31%

実施

未実施
大きな課題あり 課題あり

【３９％】

【４４％】

②児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動時間の確保

③校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全の確保

N=591

N=538

N=591

N=539

N=589

N=535

2%

2%

20%

24%

実施

未実施

【２１％】

【２７％】

④学校間の交流を図る際の移動手段、移動時間の確保

11%

14%

36%

39%

実施

未実施

【４７％】

【５４％】

5%

5%

45%

53%

実施

未実施
大きな課題あり 課題あり

【５０％】

【５８％】

⑤小中の管理職間共通認識の醸成

⑥小中の教職員間の共通認識の醸成

N=589

N=539

N=589

N=539

N=590

N=539



⑦小中学校間のコーディネート機能の充実

7%

6%

47%

54%

実施

未実施
大きな課題あり 課題あり

【５３％】

【６０％】

N=591

N=538

Ⅲ 小中教員の乗り入れ授業実施状況 × 小中一貫教育の課題

（～P150）



4%

5%

48%

45%

実施

未実施

【５１％】

【５０％】

①９年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発

7%

8%

62%

63%

実施

未実施

【７０％】

【７２％】

13%

1%未満

32%

23%

実施

未実施
大きな課題あり 課題あり

【４５％】

【３７％】

②小中合同の行事等における発達段階に応じた内容設定

③施設・スペース（教室、グラウンド等）の確保及び使用時間調整

N=685

N=444

N=684

N=444

N=678

N=436

小中教員の乗り入れ授業実施状況×小中一貫教育の課題

4%

3%

35%

27%

実施

未実施

【３９％】

【３０％】

④時間割や日程表の工夫

7%

7%

38%

28%

実施

未実施

【４５％】

【３５％】

25%

27%

57%

53%

実施

未実施

大きな課題あり 課題あり

【８２％】

【８０％】

⑤児童生徒の人間関係が固定化しないような配慮

⑥小中の教職員間での打ち合わせ時間の確保

N=685

N=443

N=685

N=444

N=684

N=442



18%

20%

34%

44%

実施

未実施

【５２％】

【６４％】

⑦小中合同の研修時間の確保

19%

25%

54%

54%

実施

未実施

【７３％】

【７９％】

11%

13%

29%

30%

実施

未実施
大きな課題あり 課題あり

【４０％】

【４３％】

⑧児童生徒間交流を図る際の移動手段・移動時間の確保

⑨校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全の確保

N=685

N=444

N=685

N=444

N=682

N=441

6%

9%

58%

60%

実施

未実施

【６４％】

【７０％】

⑩学校間の交流を図る際の教職員の移動手段・移動時間の確保

12%

14%

34%

43%

実施

未実施

【４６％】

【５７％】

7%

9%

55%

59%

実施

未実施
大きな課題あり 課題あり

【６２％】

【６８％】

⑪成果や課題の分析・評価手法の確立

⑫成果・課題の可視化と関係者間での共有

N=683

N=444

N=684

N=444

N=685

N=444



4%

5%

27%

34%

実施

未実施

【３１％】

【３９％】

⑬教職員間での負担の不均衡

12%

11%

56%

50%

実施

未実施

【６９％】

【６１％】

7%

5%

47%

54%

実施

未実施
大きな課題あり 課題あり

【５５％】

【５９％】

⑭兼務発令の趣旨・内容に関する教職員の理解

⑮小中学校間のコーディネート機能の充実

N=685

N=444

N=678

N=441

N=685

N=443

⑯支区町村教委の理解・協力・支援の充実

6%

6%

27%

34%

実施

未実施
大きな課題あり 課題あり

【３２％】

【４０％】

N=683

N=443



Ⅳ 校長の体制 × 小中一貫教育の課題

（～P156）

校長の体制 × 小中一貫教育の課題

総合評価

2%

9%

7%

76%

80%

80%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな課題あり 課題あり

N=131

N=115

N=884

【７９％】

【８７％】

【８９％】



8%
11%
15%

43%
28%
26%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【５０％】

【３９％】

①9年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発

3%
8%
8%

56%
59%
64%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【６０％】

【６７％】

2%

2%

1%

15%

10%

15%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな課題あり 課題あり

【１６％】

【１１％】

②施設・スペース（教室、グラウンド等）の確保及び使用時間調整

③転出入者への学習指導上・生徒指導上の対応

【７３％】

【４１％】

【１６％】

N=131

N=115

N=131

N=115

N=884

N=869

N=884

N=115

N=131

0%
1%
2%

17%
19%

27%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【１７％】

【２０％】

④児童生徒の人間関係が固定化しないような配慮

7%
3%
3%

50%
27%
31%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【５６％】

【３０％】

6%

5%

2%

49%

30%

33%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな課題あり 課題あり

【５５％】

【３５％】

⑤中学校における生徒指導上の問題の小学生への影響

⑥小学生高学年のリーダー性・主体性の育成

【３３％】

【２９％】

【３５％】

N=131

N=115

N=131

N=115

N=884

N=883

N=884

N=115

N=131



15%
26%
27%

55%
61%

55%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【６９％】

【８７％】

⑦年間行事予定の調整・共通化

5%
6%
8%

37%
48%
49%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【４２％】

【５４％】

8%

23%

23%

47%

55%

55%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな課題あり 課題あり

【５５％】

【７７％】

⑧小中の教職員間での打ち合わせ時間の確保

⑨小中合同の研修時間の確保

【５７％】

【８２％】

【７８％】

N=131

N=115

N=131

N=115

N=884

N=881

N=884

N=115

N=131

4%
11%
13%

10%
33%
32%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【１４％】

【４４％】

⑩児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動時間の確保

5%
26%

20%

7%
44%

42%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【１２％】

【７０％】

3%

16%

14%

7%

36%

42%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな課題あり 課題あり

【１０％】

【５１％】

⑪校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全の確保

⑫学校間の交流を図る際の教職員の移動手段・移動時間の確保

【６１％】

【４５％】

【５６％】

N=131

N=115

N=129

N=115

N=884

N=878

N=884

N=115

N=131



4%
3%
9%

42%
63%
58%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【４６％】

【６７％】

⑬成果や課題の分析・評価手法の確立

2%
3%
9%

45%
67%
59%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【４７％】

【７０％】

15%

31%

28%

63%

55%

58%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな課題あり 課題あり

【７９％】

【８６％】

⑭成果・課題の可視化と関係者間での共有

⑮教職員の負担感・多忙感の解消

【６８％】

【６７％】

【８６％】

N=131

N=115

N=131

N=115

N=884

N=884

N=883

N=115

N=131

3%
15%
13%

60%
60%

52%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【６３％】

【７５％】

⑯小・中学校間での負担の不均衡

2%
14%
11%

52%
43%

45%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【５４％】

【５７％】

6%

9%

8%

18%

38%

35%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな課題あり 課題あり

【２４％】

【４７％】

⑰教職員間での負担の不均衡

⑱所有免許の関係で兼務発令を拡大できないこと

【５６％】

【６５％】

【３４％】

N=131

N=111

N=131

N=115

N=879

N=884

N=884

N=115

N=131



2%
3%
2%

9%
22%
24%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【１１％】

【２４％】

⑲兼務発令の趣旨・内容に関する教職員の理解

2%
6%
5%

14%
32%
32%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【１５％】

【３８％】

1%

6%

6%

39%

51%

50%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな課題あり 課題あり

【４０％】

【５７％】

⑳小中の管理職間の共通認識の醸成

㉑小中の教職員間の共通認識の醸成

【３７％】

【２６％】

【５５％】

N=130

N=115

N=130

N=115

N=884

N=883

N=880

N=110

N=130

3%
7%
7%

34%
51%
52%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【３７％】

【５８％】

㉒小中が接続する学年又は区切り以外を担当する教職員の意識向上

1%
5%
5%

25%
45%

36%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【２５％】

【５０％】

0%

0%

3%

8%

29%

36%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな課題あり 課題あり

【８％】

【２９％】

㉓小・中学校間のコーディネート機能の充実

㉔同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消

【４０％】

【５９％】

【３９％】

N=131

N=93

N=24

N=115

N=690

N=883

N=884

N=115

N=130



7%
7%
6%

25%
42%

33%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【３２％】

【４９％】

㉕必要な予算の確保

14%
10%
14%

35%
50%
46%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

【４９％】

【６１％】

3%

9%

6%

21%

31%

30%

1人の校長が小中学校を兼務

校長は複数いるが責任者が決まっている

学校別に校長がおり適宜連携

大きな課題あり 課題あり

【２４％】

【４０％】

⑯都道府県教委の理解・協力・支援の充実

㉗市区町村教委の理解・協力・支援の充実

【６０％】

【３９％】

【３６％】

N=130

N=115

N=131

N=115

N=881

N=878

N=884

N=115

N=131

Ⅴ 学年段階の区切り × 小中一貫教育の課題

（～P160）



学年段階の区切り × 小中一貫教育の課題

総合評価

8%

3%

79%

82%

6-3

その他

大きな課題あり 課題あり

【８７％】

【８５％】

N=841

N=289

9%

4%

63%

61%

6-3

6-3以外

【７３％】

【６５％】

9%

4%

63%

61%

6-3

6-3以外

【７３％】

【６５％】

② 施設・スペース（教室、グラウンド等）の確保及び使用時間調整

① 9年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発

7%

6%

31%

42%

6-3

6-3以外

大きな課題あり 課題あり

【３８％】

【４８％】

③ 時間割や日課表の工夫

N=810

N=320

N=810

N=320

N=808

N=320



3%

2%

13%

13%

6-3

6-3以外

【１５％】

【１４％】

4%

3%

31%

35%

6-3

6-3以外

【３５％】

【３８％】

⑤ 児童生徒の人間関係が固定化しないような配慮

④ チャイムの鳴らし方

2%

1%

28%

16%

6-3

6-3以外

大きな課題あり 課題あり

【３０％】

【１７％】

⑥ 中学校における生徒指導上の問題の小学生への影響

N=807

N=319

N=810

N=320

N=810

N=319

20%

16%

39%

36%

6-3

6-3以外

【５８％】

【５２％】

13%

8%

32%

22%

6-3

6-3以外

【４５％】

【３１％】

⑧ 校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全の確保

⑦ 児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動時間の確保

14%

10%

39%

35%

6-3

6-3以外

大きな課題あり 課題あり

【５３％】

【４４％】

⑨ 学校間の交流を図る際の教職員の移動手段・移動時間の確保

N=810

N=320

N=807

N=317

N=810

N=318



6%

11%

62%

50%

6-3

6-3以外

【６８％】

【６２％】

6%

12%

59%

50%

6-3

6-3以外

【６６％】

【６２％】

⑪ 成果・課題の可視化と関係者間での共有

⑩ 成果や課題の分析・評価手法の確立

4%

4%

31%

27%

6-3

6-3以外

大きな課題あり 課題あり

【３６％】

【３１％】

⑫ 兼務発令の趣旨・内容に関する教職員の理解

N=809

N=320

N=810

N=320

N=806

N=314

2%

2%

22%

21%

6-3

6-3以外

【２５％】

【２２％】

6%

4%

49%

48%

6-3

6-3以外

【５４％】

【５２％】

⑭ 小中の教職員間の共通認識の醸成

⑬ 小中の管理職間の共通認識の醸成

5%

2%

36%

33%

6-3

6-3以外

大きな課題あり 課題あり

【４１％】

【３５％】

⑮ 小中が接続する学年又は区切り以外を担当する教職員の意識向上

N=808

N=320

N=810

N=319

N=840

N=289



7%

4%

52%

45%

6-3

6-3以外

【５９％】

【４９％】

3%

2%

33%

40%

6-3

6-3以外

【３６％】

【４２％】

⑰ 同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消

⑯ 小・中学校間のコーディネート機能の充実

6%

5%

36%

25%

6-3

6-3以外

大きな課題あり 課題あり

【４２％】

【３０％】

⑱ 都道府県教委の理解・協力・支援の充実

N=809

N=320

N=634

N=173

N=838

N=289

6%

6%

33%

40%

6-3

6-3以外

大きな課題あり 課題あり

【３９％】

【４６％】

⑲ 市区町村教委の理解・協力・支援の充実

N=808

N=319



Ⅵ 9年間の一貫した学校教育目標・カリキュラム
× 小中一貫教育の課題

（～P165）

9年間の一貫した学校教育目標・カリキュラム ×小中一貫教育の課題

総合評価

8%

3%

80%

79%

なし

あり

大きな課題あり 課題あり

【８８％】

【８２％】

N=841

N=289



10%

2%

65%

56%

なし

あり

【７５％】

【５８％】

1%

2%

15%

12%

なし

あり

【１６％】

【１４％】

② 転出入者への学習指導上・生徒指導上の対応

① 9年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発

1%未満

2%

27%

19%

なし

あり

大きな課題あり 課題あり

【２９％】

【２１％】

③ 中学校における生徒指導上の問題の小学生への影響

N=841

N=289

N=841

N=289

N=841

N=288

22%

18%

55%

53%

なし

あり

【７７％】

【７１％】

20%

16%

39%

35%

なし

あり

【５９％】

【５１％】

⑤ 児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動時間の確保

④ 小中合同の研修時間の確保

13%

8%

31%

24%

なし

あり

大きな課題あり 課題あり

【４５％】

【３１％】

⑥ 校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全の確保

N=841

N=289

N=841

N=289

N=837

N=287



14%

9%

39%

32%

なし

あり

【５４％】

【４１％】

8%

6%

62%

50%

なし

あり

【６９％】

【５６％】

⑧ 成果や課題の分析・評価手法の確立

⑦ 学校間の交流を図る際の教職員の移動手段・移動時間の確保

8%

7%

60%

48%

なし

あり

大きな課題あり 課題あり

【６８％】

【５５％】

⑨ 成果・課題の可視化と関係者間での共有

N=841

N=287

N=840

N=289

N=841

N=289

29%

20%

57%

61%

なし

あり

【８６％】

【８２％】

13%

8%

54%

54%

なし

あり

【６７％】

【６３％】

⑪ 教職員間での負担の不均衡

⑩ 教職員の負担感・多忙感の解消

5%

2%

32%

25%

なし

あり

大きな課題あり 課題あり

【３７％】

【２８％】

⑫ 兼務発令の趣旨・内容に関する教職員の理解

N=841

N=289

N=841

N=289

N=834

N=286



2%

2%

24%

16%

なし

あり

【２６％】

【１９％】

6%

4%

50%

45%

なし

あり

【５６％】

【４９％】

⑭ 小中の教職員間の共通認識の醸成

⑬ 小中の管理職間の共通認識の醸成

5%

2%

36%

33%

なし

あり

大きな課題あり 課題あり

【４１％】

【３５％】

⑮ 小中が接続する学年又は区切り以外を担当する教職員の意識向上

N=839

N=289

N=841

N=288

N=840

N=289

6%

6%

53%

40%

なし

あり

【６０％】

【４６％】

6%

5%

35%

26%

なし

あり

【４２％】

【３１％】

⑰ 都道府県教委の理解・協力・支援の充実

⑯ 小・中学校間のコーディネート機能の充実

7%

4%

32%

23%

なし

あり

大きな課題あり 課題あり

【３８％】

【２７％】

⑱ 市区町村教委の理解・協力・支援の充実

N=840

N=289

N=835

N=288

N=838

N=289



施設形態 × 小中一貫教育の課題

総合評価

1%

8%

7%

76%

76%

81%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな課題あり 課題あり

N=148

N=57

N=881

【７８％】

【８８％】

【８５％】

Ⅶ 施設形態 × 小中一貫教育の課題

（～P170）



1%
8%
9%

53%
53%

66%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【５５％】

【６１％】

①9年間の系統性に配慮した指導計画の作成・教材の開発

【７４％】

7%
7%

15%

39%
29%

26%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【４６％】

【３６％】

【４１％】

②施設・スペース（教室、グラウンド等）の確保及び使用時間調整

1%
2%
1%

16%
10%
15%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな課題あり 課題あり

【１６％】

【１２％】

【１６％】

③転出入者への学習指導上・生徒指導上の対応

N=148

N=882

N=59

N=148

N=59

N=867

N=148

N=59

N=882

5%
10%

3%

49%
37%

30%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【５３％】

【４７％】

④児童生徒の人間関係が固定化しないような配慮

【３３％】

1%
0%
2%

16%
19%

27%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【１７％】

【１９％】

【２９％】

⑤中学校における生徒指導上の問題の小学生への影響

4%
2%
3%

47%
25%

33%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな課題あり 課題あり

【５１％】

【２７％】

【３６％】

⑥小学生高学年のリーダー性・主体性の育成

N=148

N=882

N=59

N=147

N=59

N=882

N=148

N=59

N=882



6%
7%
8%

36%
58%

49%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【４２％】

【６４％】

⑦年間行事予定の調整・共通化

【５７％】

15%
31%

28%

55%
51%
56%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【７０％】

【８１％】

【８４％】

⑧小中の教職員間での打ち合わせ時間の確保

9%
22%
24%

48%
53%

56%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな課題あり 課題あり

【５７％】

【７５％】

【７９％】

⑨小中合同の研修時間の確保

N=148

N=882

N=59

N=148

N=59

N=879

N=148

N=59

N=882

2%
10%

22%

5%
14%

45%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【７％】

【２４％】

⑩児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動時間の確保

【６７％】

3%
8%
14%

5%
12%

34%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【８％】

【２０％】

【４８％】

⑪校舎間等の移動に伴う児童生徒の安全の確保

1%
10%

15%

3%

15%
44%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな課題あり 課題あり

【５％】

【２５％】

【５９％】

⑫学校間の交流を図る際の教職員の移動手段・移動時間の確保

N=148

N=882

N=59

N=148

N=59

N=876

N=146

N=59

N=882



1%
2%

9%

48%
64%

60%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【４９％】

【６６％】

⑬成果や課題の分析・評価手法の確立

【６９％】

3%
2%

9%

43%
63%

59%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【４６％】

【６４％】

【６８％】

⑭成果・課題の可視化と関係者間での共有

13%
25%

5%

64%
66%

51%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな課題あり 課題あり

【７７％】

【９２％】

【５７％】

⑮教職員の負担感・多忙感の解消

N=148

N=881

N=59

N=148

N=59

N=882

N=148

N=59

N=882

2%
12%
12%

51%
44%
46%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【５３％】

【５６％】

⑯小・中学校間での負担の不均衡

【５８％】

3%
10%
14%

53%
61%
54%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【５６％】

【７１％】

【６８％】

⑰教職員間での負担の不均衡

5%
7%
8%

18%
39%
36%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな課題あり 課題あり

【２３％】

【４６％】

【４４％】

⑱所有免許の関係で兼務発令を拡大できないこと

N=148

N=882

N=59

N=148

N=59

N=882

N=147

N=59

N=874



1%
5%
5%

16%
25%

33%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【１６％】

【３１％】

⑲兼務発令の趣旨・内容に関する教職員の理解

【３８％】

1%
0%
2%

10%
20%

24%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【１２％】

【２０％】

【２６％】

⑳小中の管理職間の共通認識の醸成

3%
7%
6%

39%
47%
50%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな課題あり 課題あり

【４３％】

【５３％】

【５６％】

㉑小中の教職員間の共通認識の醸成

N=147

N=874

N=59

N=147

N=59

N=881

N=147

N=58

N=882

1%
3%
5%

24%
41%
37%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【２５％】

【４４％】

㉒小中が接続する学年又は区切り以外を担当する教職員の意識向上

【４２％】

3%
5%
7%

36%
51%
52%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【４０％】

【５６％】

【５９％】

㉓小・中学校間のコーディネート機能の充実

0%
0%
3%

4%
17%

36%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな課題あり 課題あり

【４％】

【１７％】

【３９％】

㉔同一中学校区内の小学校間の取組の差の解消

N=147

N=882

N=59

N=148

N=59

N=881

N=25

N=6

N=739



2%
7%
7%

30%
17%

34%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

【３２％】

【２４％】

㉕小学校費、中学校費の一体的な運用（費目の一体化等）

【４１％】

3%
7%
6%

22%
23%

31%

施設一体型

施設隣接型

施設分離型

大きな課題あり 課題あり

【２５％】

【３０％】

【３７％】

㉖市区町村教委の理解・協力・支援の充実

N=148

N=877

N=58

N=148

N=57

N=881


